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1　市勢の概要

（1）位置及び地勢

秩父市は埼玉県の西部にあり、人口約65,000人。北は群馬県、西は長野県、南

は山梨県及び東京都に接し、東京都心から約60～80㎞圏内、県都さいたま市まで

は約50～70㎞圏内にあり、北緯35度59分、東経139度05分、海抜233.2m（秩父市

本庁舎）に位置している。(「秩父市の位置」参照）

地域のほとんどは秩父多摩甲斐国立公園の区域や武甲・西秩父といった県立自

然公園の区域に指定されており、自然環境に恵まれた地域である。また、甲武

信ヶ岳に源を発する荒川が地域の中央を流れ、秩父湖、秩父さくら湖などのダム

湖を形成しており、秩父地域のダム本体はすべて秩父市にある。面積は577.83㎢

で、埼玉県全体（3797.75㎢）の約15％を占め、また、山地が多いため、面積の

約87％は森林であり、埼玉県の森林の約40％を占めている。

市の中央を荒川が南北に貫流し、それをはさんで丘陵が数条並列して縦走して

いる。東西にそびえる地下資源の豊富な高峰、武甲山を望む風光明媚、山紫水明

を誇りとする産業観光都市である。

埼玉県は太平洋側気候に属すが、秩父市は地形や海抜などの要因もあり、本州

内陸部や盆地に多く見られる内陸性気候の特徴をよく表している。年間の平均気

温は13.1度で、熊谷より1.9度、東京より2.3度、鹿児島より5.5度低く、札幌よ

り4.2度高い。 冬季は乾燥した晴天の日が多く、また、夜間の冷え込みが強いた

め、昼夜の気温格差が大きい。夏季は日中かなりの高温になるため大気の状態が

不安定になりやすく、雷の発生が多い。県内では比較的雨の多い地域であり、降

水量は夏から秋にかけて台風や秋雨前線の影響を受け、1日の最大降水量が200mm

を超えることもある。風は年間を通じて極めて弱く、冬は南寄りの風、夏は北寄

りの風が多くなり、平野部とは反対の風向となっている。また、放射霧による濃

霧の発生が多く、特に10月から11月にかけては朝霧が3～4日に1日ほどの割合で

発生する。

（2）人口及び世帯数の現状

秩父市の人口は、平成27年4月1日現在を見ると、総人口65,227人のうち男31,964

人、女33,263人である。世帯数は26,189世帯で、1世帯あたりの人口は2.49人で

あり、人口密度は113人／㎢となっている。なお、これらは外国人登録を含む。
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（3）土地利用状況

表1－1　都市計画用途地域別土地面積 表1－2　地目別土地面積詳細

　資産税課調べ（平成28年1月1日現在）

　都市計画課調べ（平成28年1月1日現在）

区  分 面積（ha） 構成比（％）

田 259.03 0.4

合 計 57,783 100.0

雑種地 669.04 1.2

その他 32,427.16 56.1

山 林 20,388.85 35.3

原 野 592.84 1.0

宅 地 1,286.13 2.2

池 沼 221.27 0.4

畑 1,938.68 3.4

都 市 計 画 区 域 6635.0 11.48

区 域 面積（ha） 構成比（％）

第一種中高層住居専用地域 74.0 0.13

第 一 種 住 居 地 域 459.9 0.80

第 二 種 住 居 地 域 2.3 0.004

近 隣 商 業 地 域 18.0 0.03

商 業 地 域 67.0 0.12

準 工 業 地 域 129.0 0.22

工 業 地 域 43.8 0.08

工 業 専 用 地 域 32.0 0.05

秩 父 市 全 域 57,783 100

用 途 無 指 定 5809.0 10.05

都 市 計 画 区 域 外 51148.0 88.52

秩父市

秩父市

小鹿野町

皆野町

長瀞町

神川町

上里町

本庄市

横瀬町

東秩父村

美里町

寄居町

深谷市

熊谷市

滑川町
小川町

嵐山町

ときがわ町

越生町

飯能市

行田市

羽生市

加須市

久喜市鴻巣市

吉見町

東松山市

鳩山町

毛呂山町

坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

狭山市

入間市

川越市

川島町

北本市

桶川市

上尾市

伊奈町
蓮田市

白岡市
宮代町

杉戸町

幸手市

春日部市

さいたま市

所沢市

ふじみ野市

富士見市

三芳町

新座市 和光市

朝霞市 戸田市蕨市

川口市

松伏町

越谷市

草加市

八潮市

三郷市

吉川市

長野県

山梨県
東京都

群馬県
秩父市の位置

平成28年4月1日現在
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2　環境行政の概要
（1）環境行政のあゆみ

昭和 42． 8． 3

44． 3

44． 4． 3

44． 6

44． 8

45． 1． 5

45． 4． 1

45． 4．11

45． 7． 1

45．11．12

47． 5． 1

47

47． 6．～

49． 7．　

47．12．　

48． 2．23 交通騒音調査開始（測定地点・上野町明石前交差点）

48 環境騒音調査開始

48． 8．17 日風向風速常時測定開始（測定地点・市役所）

48． 9．12

49． 4． 1 大気汚染防止法、政令62号地域指定（秩父、横瀬地域）

県の不認可により亀井石産㈱が公害等調整委員会へ提訴・委員会により不認
可取消裁定

自動車排出ガス環境調査開始（測定地点・上野町明石前交差点）

浮遊粉じん、硫黄酸化物常時測定開始 （測定地点・市役所、総合セン
ター）

「公害対策基本法」が制定される。

降下ばいじん､二酸化鉛法による硫黄酸化物測定開始（測定地点・市役所）

市民課に公害係設置

降下ばいじん測定地点増設（5ヵ所）

二酸化鉛法による硫黄酸化物測定開始
（測定地点・原谷公民館）

秩父市公害対策審議会設置

秩父セメント㈱第2工場農作物降灰被害補償

亀井石産㈱採石採取計画認可申請に対して、周辺住民及び市が認可反対を県
知事、通商産業大臣へ陳情

市民部に公害交通課設置

騒音規制法に基づく騒音規制地域指定（都市計画区域内の用途地域）

浮遊粉じん測定開始（測定地点・市役所）

騒音規制法に基づく騒音規制地域追加指定（都市計画区域内の全域）

土壌汚染調査開始
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（1）環境行政のあゆみ（つづき）

49． 5．　 降下ばいじん測定地点増設（総数8ヵ所）

49． 8．10

50． 4． 1 騒音規制地域の用途区分の変更

50． 4．　 酸性降雨調査開始（測定地点・市役所）

50． 4．　

50． 8．　 合鴨飼育悪臭被害による周辺住民反対により飼育場移転

50． 8．～12

51． 1．　

51． 5．　

51． 8．16 秩父市大気汚染緊急対策実施要綱制定

53． 5．26 光化学スモッグ注意報、秩父地区に初めて発令される

54． 4．10 公害測定室に大気汚染測定用テレメーター装置を設置

54．10． 1 機構改革により新設の生活環境部に公害交通課を設置

55． 5． 1 アルカリろ紙による窒素酸化物測定開始（市内3ヶ所）

56． 7． 1 生活環境部に環境課を設置、公害係を編入

57． 3． 3

57． 5．29

57． 6．22

59．10． 1 深夜営業に係る事前指導開始

浮遊粉じん計（デジタル粉じん計）を増設（測定地点・高篠公民館）

昭和電工㈱秩父工場六価クロム被害について周辺住民健康被害調査及び健康
診断実施、従業員等労災認定者に会社側が補償

浮遊粉じん計（デジタル粉じん計）を設置（測定地点・原谷公民館）

大気汚染常時監視用測定室設置（窒素酸化物、オキシダント常時測定開始）

秩父市中宮地庁内生コンクリート工場設置について公害防止協定締結（秩父
市中宮地町内生コンクリート工場設置を阻止する会と喜多園増田商店）

下影森産業廃棄物最終処分場について公害防止協定締結
（秩父市と大都総業㈱及び京王不動産㈱）

石灰石輸送について協定書締結
（大野原町会と日本セメント㈱埼玉工場、武甲鉱業㈱武甲鉱業所）

浮遊粉じん中の重金属成分測定開始
（測定地点・市役所、原谷公民館、総合センター）

6



（1）環境行政のあゆみ（つづき）

昭和60

61． 4． 1 機構改革により環境経済部に環境課を編入

61． 7．18

63． 3．22

平成3．4．1

 5． 4． 1 機構改革により市民環境部に公害交通課を設置

 5． 6．29

 5．11．19

 6．12．26 「埼玉環境基本条例」制定

 7． 4． 1

 7． 9． 4

 7．12．12 酸性降雨自動採取器を設置（市役所第2庁舎屋上）

 8．12．25

10． 2． 9 ダイオキシン調査（環境庁調査）を実施

　 ～5．28

10． 3．18

11．12．22 「秩父市環境保全条例」制定

13． 7．17

14． 7． 1

大都総業㈱産業廃棄物最終処分場で有害ガスによる人身事故が発生、3名の
犠牲者が出た

トリクロロエチレン等による地下水汚染調査を実施（市内5ヵ所の井戸水）

原谷小学校改築工事に伴い原谷公民館の大気測定場所を文化体育センターへ
移動

「公害対策基本法」に変わり「環境基本法」が施行される

河川水調査測定地点増設（総数16ヶ所）

秩父市環境保全条例に基づく、「環境保全区域」と「清流保全区域」を指定

悪臭防止法に基づく規制地域に指定される

機構改革により市民環境部に環境衛生課を設置、公害係を編入

文化体育センターにデジタル粉じん計に変わりβ線式質量濃度計を設置し、
浮遊粒子状物質の常時監視測定を開始

（調査内容：大気、河川水、地下水、土壌、松の葉、土鳩）

秩父市小野田株式会社が行うフロン破壊処理について、秩父市と公害防止協
定を締結する

大気汚染常時監視測定局の第1測定局（秩父市役所第2庁舎屋上）を秩父農林
振興センターへ移設。また、第2測定局（影森公民館）を廃止

「埼玉県公害防止条例」に変わり、「埼玉県生活環境保全条例」を制定
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（1）環境行政のあゆみ（つづき）

16． 2．　 清流保全実施計画を策定

17． 4． 1

18． 3．24

19.  4.  1 機構改革により環境農林部に生活衛生課を編入

20.  3. 31 高篠公民館の浮遊粉じん計（デジタル粉じん計）を廃止

20. 12. 18 「秩父市環境保全条例」一部改正（散骨の制限）

22.  4.  1 機構改革により環境部に名称変更、下水道課を編入

22. 11. 18

23.  9. 15

24.  3. 30

24.  7.  1 「環境保全区域」を再指定

24．12.

25

25.  3.   「柳大橋上下流域荒川清流保全計画」を改訂

25.　4．24

25.  5.  1

25.  5. 27

26.  3. 31

埼玉県大気汚染常時監視測定局(秩父農林振興センター内)において、PM2.5
の測定を開始

秩父市大気汚染緊急時対策実施要綱を一部改正し、対象物質にPM2.5を加え
た

埼玉三興産廃最終処分場の上部に設置する太陽光発電設備の運用期間中にお
ける水処理等の維持管理に関する協定締結

下吉田地区への産廃最終処分場事業予定計画書を提出していた事業者から設
置等計画廃止届書が提出された

文化体育センターのβ線式質量濃度計による常時監視測定を廃止

秩父市・吉田町・大滝村・荒川村による１市１町2村合併
市民生活部に生活衛生課、環境農林部に環境課を設置

「秩父市環境基本条例」及び「秩父市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛
争の予防及び調整に関する条例」制定

㈱オリエンタル・プロジェクトから下吉田地区への産廃最終処分場（安定
型）の事業予定計画書が提出され、「秩父市産業廃棄物処理施設の設置等に
係る紛争の予防及び調整に関する条例」初の適用となる

議員提出議案による「産業廃棄物最終処分場建設反対都市宣言」を可決

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律」（第２次一括法）に係る騒音規制法の改正に伴い、秩
父市において規制地域・規制基準等の指定を告示

定住自立圏構想の枠組みの中で「ちちぶ環境基本計画」を策定
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（2）環境行政の機構
機構図　（平成28年4月1日現在）

（3）環境審議会

 秩父市における公害対策を樹立し、公害防止に必要な事項を市長の諮問に応じ、

環境の保全に関する重要事項を調査、審議するため、昭和45年1月5日旧秩父市

公害対策審議会条例が制定された。 

 任期は、１期2年とされ（再任を妨げない）委員15名以内で下表のとおり構成

されている。 

 また、公害対策審議会は、秩父市環境保全条例が制定されたことに伴い、平成

12年4月1日から環境審議会に名称が改められ、その後平成18年3月に秩父市環境

基本条例（次ページ参照）が制定されたことにより、その運営が市民生活部か

ら環境農林部（現環境部）へと移行した。 

 

選 任 方 法 委 員 数

秩 父 市 町 会 長 協 議 会 1

秩 父 商 工 会 議 所 1

秩 父 市 く ら し の 会 1

民 間 諸 団 体 秩 父 地 区 労 働 組 合 協 議 会 1

吉 田 地 域 代 表 者 等 1

（９名） 大 滝 地 域 代 表 者 等 1

荒 川 地 域 代 表 者 等 1

秩 父 広 域 森 林 組 合 1

秩 父 市 Ｐ Ｔ Ａ 連 合 会 1

識 見 を 有 す る 者 秩 父 市 農 業 委 員 会 1

秩 父 郡 市 医 師 会 1

（６名） 秩 父 郡 市 薬 剤 師 会 1

秩 父 市 環 境 市 民 会 議 運 営 委 員 会 3

合 計 15名

選 任 区 分

計

副市長

市長

15名以内

生 活 環 境
担 当

生 活 衛 生 課

環境審議会

民 間 諸 団 体

地球温暖化
対策担当

再生可能
エネルギー
推 進 担 当

生 活 衛 生
担 当

9名以内

識 見 を 有 す る 者 6名以内

部 長
技 監
次 長

環　境　部

環 境 立 市
推　進　課
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秩父市環境基本条例（抄）

平成 18 年 3 月 24 日

条 例 第 1 6 号

第 5 章 環境審議会

（設置）

第 23 条 環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 44 条の規定に基づく合議制の機関及びこの

条例によりその権限に属する事項について調査審議する機関として、秩父市環境審議会（以

下「審議会」という。）を置く。

（組織）

第 24 条 審議会は、委員 15 人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者について市長が委嘱する。

（1）民間諸団体 ９人以内

（2）識見を有する者 ６人以内

（会長及び副会長）

第 25 条 審議会に会長１人及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。

２ 会長は、会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。

（任期）

第 26 条 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠けた場合

における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会議）

第 27 条 審議会は、会長が招集する。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。

（意見の聴取及び資料の提出の請求等）

第 28 条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があるときは、関係者に対し、資料の

提出、意見の陳述、説明その他必要な協力を求めることができる。

（運営）

第 29 条 審議会の庶務は、環境部において処理する。

２ この章に規定するもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

１ この条例は、平成 18 年４月１日から施行する。

２ 秩父市環境保全条例（平成 17 年秩父市条例第 187 号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

附 則(平成 22 年３月 18 日条例第２号)抄

(施行期日)

１ この条例は、平成 22 年４月１日から施行する。
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（4）公害関係届出

表１－３　平成27年度における騒音関係届出書の受理状況

法
令

県
条
例

設置の届出（新設） 1 -
使用の届出（既設） - -
施設の種類ごとの数変更届出書 - -
騒音の防止の方法変更届出書 - -
氏名（名称、住所、所在地）変更届出書 - -
施設使用全廃届出書 - -
承継届出書 - -
特定建設作業実施届出書 11

公害防止組織関係届出書 - -
その他 - -

（5）公害測定分析機器の整備状況

高 速 度 レ ベ ル レ コ ー ダ ー

普 通 騒 音 計

〃

種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分

ハ イ ボ リ ウ ム エ ア サ ン プ ラ ー

〃

大 気 降 下 物 自 動 採 取 器 ＵＳ－4 0 0

東亜ＨＭ－3 0 Ｖ

ＨＭ－1 8Ｂ

平成28年3月31日

型　　式

1

1

区分 機　　器　　名

大
　
　
気

水
　
　
質

騒
　
　
音
　
・
　
振
　
　
動

ガ ス 検 知 器

P H 計

〃

騒 音 振 動 レ ベ ル 処 理 器

振 動 レ ベ ル 計

全 天 候 型 防 風 ス ク リ ー ン

〃

透 視 度 計

悪 臭 物 質 簡 易 測 定 器 ( 検 知 器 )

オ ク タ ー ブ 騒 音 分 析 計

　〃　ＬＲ－0 7

　〃　ＮＡ－2 0

　〃　ＮＬ－2 2

　〃　ＳＶ－7 3

　〃　ＶＭ－5 2

悪
　
臭

公害関係法令及び埼玉県生活環境保全条例等に基づく各種届出のうち、事務委任され
ている騒音関係の届出について受付事務処理を行っている。

数量

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

品川精器ＤＣ－1Ａ光明理化学サンプラー

リオンＮＡ－2 3

1　〃　ＮＬ－0 4

1

1

1　〃　ＷＳ－0 3
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第２章 環境・資源
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1 地球温暖化対策

表2-1秩父市の温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ‐ＣＯ２

秩父市役所では「秩父市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定し、

全庁で地球温暖化対策に取り組んでいる。

これは「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき策定した計画であり、温

室効果ガス排出量の削減目標等を定めている。

秩父市役所は、秩父市内において温室効果ガス排出量の比較的大きい経済主体

であるため、自らの事務・事業により排出される温室効果ガスの排出量を抑制す

ることは、秩父市全体における温室効果ガス排出量の削減につながる。そのため、

秩父市役所自身が率先的な取組を行い、地域の模範となることが求められている。

具体的な目標として、秩父市役所の全部局で温室効果ガス排出量を平成25年度

比で平成31年度までに3%削減することを掲げて取組を行っている。 平成27年度

において、秩父市の事務・事業で排出された温室効果ガスの総排出量は、14,749

トン（CO2換算）であった。(表2-1)

これは、基準年度である平成25年度と比べて6.6%削減できたことになる。目標

達成に向けて、今後も積極的に省エネに取り組んでいく必要がある。

また、市民に対する啓発活動として、埼玉県が実施しているエコライフDAYへの

参加の呼びかけを行っている。

エコライフDAYとは、地球温暖化防止のため、簡単なチェックシートを利用し、

省エネ・省資源など環境に配慮した生活を1日体験するものである。

平成27年度は秩父市において延べ21,514人が参加し、ライフスタイルを見直す

きっかけとしていただいた。

その他の地球温暖化対策として、走行時に温室効果ガスを排出しない電気自動

車の普及促進につながる取組を行っている。

15,788 
15,563 

14,749 

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

Ｈ 25 Ｈ26 Ｈ 27 Ｈ 28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｈ 31

※温室効果ガス排出係数は毎年変動し、その算定年度用に定められた

係数を使用しています。

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

ｔ-ＣＯ ２

－３％

基準年度 計画期間 目標年度
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図2-1秩父市内道の駅等の 電気自動車用急速充電器位置図

　　　

③

④

②
①

平成24年度に①秩父地場産センターに電気自動車用急速充電器を設置し

たところだが、電気自動車利用の利便性の更なる向上のため、平成27年度

には②道の駅ちちぶ、③道の駅龍勢会館、④道の駅大滝温泉に同急速充電

器を設置した。(図2-1）
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2 太陽光発電の普及

　　表2-2太陽光発電設備等設置費補助金支給件数

単位：件

年度
太陽光

発電設備 蓄電池

Ｈ24 46 －

Ｈ25 118 1

Ｈ26 38 －

Ｈ27 39 －

　　※H25年度のみ蓄電池を補助金交付対象とした。 歴史文化伝承館太陽光パネル

再生可能エネルギー利用の普及促進を目指し、大宮字峯沢の旧埼玉県農業試験

場の用地を使用し、大規模太陽光発電（メガソーラー）事業を行ってきた。

これは、市が県有地、民有地を賃借し、市有地とあわせて事業者に賃貸し、事

業者が施設を建設、運営する事業で、平成24年12月プロポーザル方式により事

業者をHergo Sun Japan（エルゴ サン ジャパン）とすることを決定した。

その後、事業者が平成27年11月工事を開始し、平成28年3月には竣工式を行い、

商業的発電が開始された。

この事業の事業用地は21,423平方メートル（県有地11,527平方メートル、市

有地8,103平方メートル、民有地1,793平方メートル）で、設置された太陽光パ

ネルは4,564枚、最大出力は約1メガワット、年間の発電量は128万4千キロワッ

トアワーを予定しており、一般家庭約350世帯分の年間消費電力を供給すること

ができる。

そして、秩父市歴史文化伝承館には、埼玉県の補助金を活用して太陽光発電

パネルと蓄電池を設置した。

太陽光パネルは大雪による被害も想定して壁面に垂直設置している。太陽光

パネルで発電した電力は蓄電池に蓄えられ、蓄電容量を超える分の電力は館内

で消費される。

災害等により電力会社からの電力供給が遮断された場合には、災害対策業務

の実施や避難所機能の維持に係る最低限のOA機器や一部夜間照明等のための非

常用電源として、太陽光パネルまたは蓄電池から供給される電力を利用するこ

とができる。

また、一般家庭等における太陽光発電設備の普及を促進するため、太陽光発

電設備を設置する市民に対する補助制度を平成24年度から実施しており、平成

27年度は39件補助金を支給した。(表2-2)
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3 使用済みてんぷら油のリサイクル

表2-3　秩父市のＢＤＦ製造量の推移

 秩父市では、家庭や学校給食調理場等から回収した使用済みてんぷら油を原

料としてバイオディーゼル燃料（BDF）を製造している。 

 BDFの製造・利用は、水質の保全や廃棄物の削減、そして資源循環型社会の実

現につながる。 

 製造したBDFは、一部の公用車、牽引式発電機、吉田元気村の浴室用ボイラー

の燃料として使用している。 

 平成27年度末現在、BDFを燃料とする公用車の合計走行距離は455,864km（地

球約11周分）である。 

 また、牽引式発電機で発電した電力を利用して、野外イベント時に各種電化

製品を使用した他、しだれ桜や氷柱のライトアップを行った。 

平成27年度は、使用済みてんぷら油回収量が14,931L、BDF製造量が11,430L、平

成26年度の製造分も合わせたBDF使用量が11,708Lであった。(表2-3） 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

ＢＤＦ製造量

単位：ℓ
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4 花いっぱい運動

花いっぱい運動の様子

花いっぱい運動とは、景観美化およびコミュニティ活動の活性化を目的とし、

秩父市内の各町会の協力のもと、街中をたくさんの花で彩る運動である。

花いっぱい運動を通して、潤いと活気のある、訪れたくなる街づくりを目指し

ている。

平成27年度はマリーゴールドの花苗11,772株、パンジーの花苗9,800株、土、

プランターを各町会に配布した。

なお、平成28年度は各町会がビューポイントを決めて植栽計画を作成し、多

くの人の目につくところを重点的に様々な花で飾り、花によるおもてなしを実

践している。
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第３章 公害苦情
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1　公害苦情の推移、受理状況
　

図3－1　年度別公害苦情受理件数

図3－2　種類別苦情受理件数
(％)

 平成27年度の公害苦情件数は55件で、昨年度より21件多い結果となった。公害

の種類別苦情受理件数（図3－2）を見ると、典型７公害（大気汚染、水質汚濁、

土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭）のうち大気汚染が20件、次に騒音12

件、悪臭1件となっており、その他の公害については22件であった。 

 近年、個人情報保護の流れにより、匿名での通報が増加しており、苦情件数は

増加傾向にある。 

大気汚染, 20 

騒   音, 12 

悪 臭, 1 

その他, 22 

平成２７年度 

総数５５件 

57 
64 

52 

38 

30 28 
32 
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34 

55 

0
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図3－3　用途地域別苦情受理件数 表3－1　平成27年度月別公害苦情受理件数

単位:件 単位：件

 大気汚染の苦情に関しては、野外焼却の煙による苦情がほとんどであり、家庭ご

みや廃材等の焼却や、剪定した草木・落葉などの処分に困っての焼却、農業を営む

上でやむを得ない焼却などが多く見られた。  

 焼却に関する苦情は、毎年全苦情の多くを占めているが、工場・事業場のものだ

けでなく家庭生活に関するものも多いのが現状であり、年間を通して苦情相談を受

けている。 

 このことを受け、市では一般家庭用の簡易焼却炉の無料回収や、早朝パトロール

の実施、町会への回覧依頼によるパンフレットなどの配布を通して焼却の禁止を啓

発するとともに焼却苦情の減少に努めている。 

 騒音に関しては、工場・事業場での作業音が大半を占めた。悪臭に関しては、側

溝に流れる生活排水によるものであった。 

 その他の苦情については、近年増加傾向にある空き地や遊休農地等の雑草・雑木

の苦情がほとんどであった。 

 月別の苦情受理件数（表3－1）を見ると、6月が13件、次いで7月が9件となっ

た。夏になり、窓を開けての生活時間が増えるに伴い、外部からの感覚的要因に起

因する苦情が多かったと考えられる。  

 用途地域別苦情受理件数（図3－3）について見ると、用途地域の指定のない地域

が24件、次いで住居地域が20件、都市計画区域外が6件、商業地域と準工業地域が

それぞれ2件、工業地域が1件となり、住宅と田畑や雑種地が混在している地域にお

ける苦情が多く見られた。 

住居地域, 
20 

商業地域, 
2 

準工業地

域, 2 工業専用

地域, 1 

用途地域
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ない地域, 
24 

都市計画

区域外, 6 

平成２７年度 

総数５５件 
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1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

0 1 4 5 5 3 3 0 0 0 0 1 22

4 3 13 9 8 7 3 0 2 2 2 2 55

大 気 汚 染

　　　　　　　月
 種 類

計

そ の 他

水 質 汚 濁

騒 音

振 動

悪 臭
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単位：％　図3－4　年度別公害苦情内訳

 公害苦情は、健康と生活環境の保全に関する相談という側面と、行政に対す

る不満の表明という側面を併せ持っており、公害行政に関する様々な問題を含

んでいる。また、公害苦情は、紛争へと発展する前段階的要素を持っているの

で、こじれたり、拡がったりしないように、小さな芽のうちから迅速かつ適切

に処理していくことが重要となる。  

 近年は、日常生活に密着した生活環境に係る局所的な近隣問題による苦情が

増えており、以前の工場の生産活動に起因するいわゆる産業型公害によるもの

とは様変わりしてきている。 

 こうした背景には、環境問題に関する世論が高まる中、より快適な環境の中

での生活を望むという住民意識の高揚がある。近隣問題をめぐる苦情は、法的

規制に馴染まないものが多く、その解決のため当事者間同士の充分な理解を得

るため、事案に則した機動的かつ柔軟な対応を行っていく必要がある。特に騒

音規制法や埼玉県生活環境保全条例に特定・指定されていない施設や機器の騒

音問題については、より柔軟な対応が必要となってくるものと考えられる。  

 また、平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子

力発電所事故により放射線の影響が懸念されている。放射線に関しては、定期

的な調査を継続し、情報公開を徹底することにより、市民の健康で安心な暮ら

しを守ることが重要である。 

 以上のように、本市における公害苦情は、市民生活に密着した多種多様な内

容となってきており、今後の環境行政には、関係法令に基づく適切な処理を行

うことはもとより、地域社会の望ましい姿について正しい認識を基本に、幅広

い見地から対応できる姿勢が求められる。 
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第４章 大気汚染
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用 語 解 説（大気）

　
　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

○ 環境基準 

 環境基本法第16条により人の健康を保護し、

及び生活環境を保全するうえで「維持されるこ

とが望ましい基準」とされ、行政上の目標とし

て定められているもので、公害発生源を直接規

制するための基準とは異なる。 

○ 光化学スモッグ 

 大気中の窒素酸化物と炭化水素が、太陽の紫

外線の影響を受けて光化学反応を起こし、強酸

化性物質とアルデヒド、アクロレイン等の還元

性物質が二次的に生成され、更に大気中に亜硫

酸ガスが存在する場合、硫酸ミストが生成され

るといわれる。これらの光化学反応により生じ

た数々の二次汚染物質を総称し光化学スモッグ

と呼んでいる。この二次汚染物質のうちＰＡＮ、

オゾン等の酸化性物質をオキシダントと呼び、

このオキシダント濃度で光化学スモッグの指標

としている。 

○ 硫黄酸化物（ＳＯx）  

 硫黄（Ｓ）と酸素（Ｏ）の化合物の総称で、

重油等の燃焼に伴い、主にＳＯ 、ＳＯ と

して大気中に排出される。かつては四日市ぜ

んそく等数々の大気汚染の主役として問題と

されてきたが、現在では一連の対策により全

国的に減尐の傾向にある。 

○ 浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

 大気中に浮遊する粒子状物質で、粒径が10ミク

ロン以下のものをいう。 

 人工的な発生源として、自動車、工場、鉱山

など、自然的な発生源としては、土壌粒子、火

山噴火物などがあり、その組成も多種多様であ

る。 

○ 微小粒子状物質（ＰＭ２．５） 

 微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子

状物質で、粒径が2.5ミクロンの粒子を50％の

割合で分離できる分粒装置を用いて、より粒径

の大きい粒子を除去した後に採取される粒子を

いう。 

○ 光化学オキシダント（Ｏx） 

  大気中の窒素酸化物、炭化水素（ＨＣ）等が

強い紫外線により光化学反応を起こして生成さ

れる酸化性物質の総称で光化学スモッグの指標

とされている。 

○ トリクロロエチレン 

（ＣＨＣｌ＝ＣＣｌ    ） 

 有機塩素化合物。機械工業、金属加工工業

等で金属加工部品等の脱脂洗浄に使われる

ほか、化学製品等の原料や溶媒等としても

利用されている。人に対する毒性としては、

中枢神経障害、肝臓、腎臓障害等が認めら

れている。 

 

○ 窒素酸化物（ＮＯx） 

 窒素（Ｎ）と酸素（Ｏ）の化合物の総称で、

大気中に存在するのは主としてＮＯとＮＯ で

ある。燃焼過程で排出されるのは、主としてＮ

Ｏで緩やかな酸化によりＮＯ となる。また、

ＮＯ、ＮＯ はそれ自身、有害であるばかりで

はなく、光化学スモッグの原因物質ともなって

いる。 

○ ベンゼン（Ｃ  Ｈ ） 

 炭化水素化合物。化学工業製品（合成ゴム、

合成洗剤、合成繊維等）の原料、溶剤、抽出剤

等広範な用途に使われており、ガソリン中にも

1％程度含有されている。人に対する発ガン性

が確認されている。 

 

２ 

６ ６ 

２ ３ 

２ 

２ 

２ 
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れている。 

 

○ テトラクロロエチレン 

（ＣＣｌ  ＝ＣＣｌ ） 

 有機塩素化合物。ドライクリーニング用洗浄剤

として使用されるほか、金属加工部分等の脱脂

洗浄、化学薬品等の原料、溶媒等にも利用され

ている。人に対する毒性としては、中枢神経障

害、肝臓・腎臓障害等が認められている。 

○ オゾン（Ｏ ） 

 紫外線、Ｘ線等の短波光線が酸素分子に反応

すると発生する。空気より重く、金属のような

臭気を発生する。無色の物質で強い酸化力があ

り、色素類を脱色し、二酸化硫黄や炭化水素を

酸化し無水硫酸や、アルデヒドに変える性質が

ある。人体には0.2～0.5ppm程度で呼吸器の刺

激症状、胸部の拘縮、肺機能の低下が起こる。 

○ オゾン層 

 地球を取り巻く大気には、高さ20㎞あたりに

オゾンを多く含む層が地球を包むように広がっ

ている。このオゾンの多い層を特にオゾン層と

呼んでおり、生物に有害な紫外線を吸収する働

きをしている。最近では、フロンガス等の影響

によりオゾン層が減尐している。オゾン層が破

壊されると地上に達する有害な紫外線の量が増

え、皮膚ガンの増加や生態系への影響が懸念さ

れる。 

○ 石綿（アスベスト） 

 高い抗張力と柔軟性を持った繊維状の天然鉱

物の総称であり、断熱材やブレーキ材などとし

て幅広く利用されている。その一方で、浮遊す

る高濃度のアスベストを吸収することにより、

アスベスト肺などの健康障害を起こすほか、発

ガン性があることが知られている。 

○ ｐｐｍ 

 100万分の1を表す濃度の単位。例えば1ｍの

大気中に1㎝ のＮＯ が含まれる場合のＮＯ

濃度を1ppmという。 

 

○ ｐｐｂ 

  ppmの1／1000、すなわち10億分の1を表す濃

度の単位。 

○ ダイオキシン類 

  ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（ＰＣＤ

Ｄ）及びその類似物質であるポリ塩化ジベンゾ

フラン（ＰＣＤＦ）の総称である。燃焼や科学

物質構造の過程等で非意図的に生成されるもの

で、動物実験により強い急性毒性を持つことが

明らかにされているほか、人に対する発ガン性

や催奇形性が疑われている。 

○ フロン 

 炭化水素に塩素、フッ素が結合した化合物の

総称。冷蔵庫やクーラーの冷媒、スプレーの

噴射剤、半導体の洗浄剤として広く使用され

てきた。分解しにくいために成層圏まで達し

てオゾン層を破壊する。このため、オゾン層

保護法により、特にオゾン層の破壊力が強い5

種類の特定フロンは1996年1月から生産が全廃

された。 

２  ２ 

３ 

３ 

３ 
２ ２ 
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大気の汚染に係る環境基準

物 質 環 境 上 の 条 件 測 定 方 法 告示年月日

二酸化硫黄 １時間値の１日平均値が

0.04ppm 以下であり、か

つ、１時間値が0.1ppm以

下であること。

溶液導電率法又は紫外線蛍光法

昭和48年

5月16日

一酸化炭素 １時間値の１日平均値が

10ppm以下であり、かつ、

１時間値の 8 時間平均値

が20ppm以下であること。

非分散型赤外分析計を用いる方法

昭和48年

5月8日

浮遊粒子状物質 １時間値の１日平均値が

0.10 ㎎／㎥以下であり、

かつ、1時間値が0.20 ㎎

／㎥以下であること。

ろ過捕集による重量濃度測定方法又は

この方法によって測定された重量濃度

と直線的な関係を有する量が得られる

光散乱法、圧電天びん法若しくはベータ

線吸収法

光化学

オキシダント

１時間値が 0.06ppm 以下

であること。

中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光

光度法若しくは電量法、紫外線吸収法又

はエチレンを用いる化学発光法

二酸化窒素 １時間値の１日平均値が

0.04ppm から 0.06ppm ま

でのゾーン内又はそれ以

下であること。

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又

はオゾンを用いる化学発光法 昭和53年

7月11日

ベンゼン １年平均値が 0.003 ㎎／

㎥以下であること。

キャニスター又は捕集管により採取し

た試料をガスクロマトグラフ質量分析

計により測定する方法を標準法とする。

また、当該物質に関し、標準法と同等以

上の性能を有すると認められた方法

平成9年

2月4日

トリクロロ

エチレン

１年平均値が 0.2 ㎎／㎥

以下であること。

テトラクロロ

エチレン

１年平均値が 0.2 ㎎／㎥

以下であること。

ジクロロメタン １年平均値が0.15㎎／㎥

以下であること。

平成13年

4月20日

ダイオキシン類 １年平均値が

0.6pg-TEQ/m3 以下である

こと。

ポリウレタンフォームを装着した採取

筒をろ紙後段に取り付けたエアサンプ

ラーにより採取した試料を高分解能ガ

スクロマトグラフ質量分析計により測

定する方法

平成11年

12月27日

微小粒子状物質

（ＰＭ２．５）

１年平均値が 15μg/m3以

下であり、かつ、１日平

均値が 35μg/m3以下であ

ること。

微小粒子状物質による大気の汚染の状

況を的確に把握することができると認

められる場所において、ろ過捕集による

質量濃度測定方法又はこの方法によっ

て測定された質量濃度と等価な値が得

られると認められる自動測定機による

方法

平成21年

9月9日
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１　大気汚染の現況
　
　

 空気が汚れていると、呼吸器障害をはじめとして人体にさまざまな影響を与える。

大気汚染物質の多くは物が燃焼する過程で発生するが、その原因としては、工場・

事業所などの固定発生源から排出される硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん等と、

自動車などの移動発生源から排出される窒素酸化物、一酸化炭素、炭化水素等が挙

げられ、これらは光化学スモッグの主な原因物質ともなっている。 

 また、平成25年1月以降、中国での大気汚染問題に端を発して、国内でもＰＭ2.5

による健康影響への懸念が社会問題化している。 

 固定発生源のうち法律や埼玉県生活環境保全条例で定められた施設を設置してい

る工場等については、ばい煙等の排出基準によって規制されている。 

 移動発生源である自動車については、保有台数や交通量の増加に伴い、自動車か

ら排出される窒素酸化物による大気汚染の悪化が問題となった。 

 特に、ディーゼル車の増加が顕著であったことから、平成13年6月に改正された自

動車Ｎｏｘ・ＰＭ法によるディーゼル車の規制が始まり、秩父市は自動車Ｎｏｘ・

ＰＭ法対象地域外となっているが、埼玉県生活環境保全条例のディーゼル車の排出

ガス規制により、県の粒子状物質排出基準を満たさないディーゼル車は県内全域で

運行が禁止されている。埼玉県の自動車排出ガス測定局の平成24年度測定結果から、

微小粒子状物質を除いて、環境基準を達成しており、過去10年間の経年変化におい

ても、微小粒子状物質を除き、減尐傾向又はゆるやかな減尐となっている。 

 本市においても、大気汚染の現状を把握するため、秩父農林振興センターに埼玉

県の一般環境測定局が設置され、硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、光化

学オキシダント、ＰＭ2.5等の常時監視測定を実施している。 

 平成27年度の調査結果を見ると、光化学オキシダントは非達成であったが、それ

以外の二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質は環境基準を達成した。 

 全体としてはここ数年横ばい又は、ゆるやかな減尐傾向にある。 

 ほかに市独自の調査として、酸性雨調査や浮遊粉じん中の重金属等の簡易測定を

４か所において実施している。 
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大気測定場所一覧表（図4-1参照） 図4-1大気測定場所一覧図

表4－1　平成27年度浮遊粉じん総量測定結果
単位：㎎/㎥

③

④

27. 5.26
 ～  5.29

27. 8.19
～  8.26

27.11.16
～  11.27

歴 史 文 化 伝 承 館

場所　　　　　　　　　測定年月日

①

②

0.009

28. 2. 4
～  2.17

0.043

0.030 0.031

0.0090.025

平　均

0.039 0.029

0.040 0.0220.033

0.025

0.032

吉 田 総 合 支 所

大 滝 総 合 支 所

荒 川 総 合 支 所

0.025

0.022

0.018

0.031 0.006 0.018

0.011

（1）浮遊粉じん 

 大気中に比較的長時間浮遊する微細な粒子を浮遊粉じんという。 

発生源は石灰や石油系の燃料の燃焼に伴う排出物、化学工場や製錬工場の煙突な

どから出る煙、石切場の微粉などで昔から職業病の原因の一つとなっている。 

 石工の硅肺、炭坑夫の炭肺、硝子工場などの石肺等、長期間にわたって吸入する

ことによって引き起こされ、呼吸系障害をもたらしたりするといわれている。 

浮遊粉じんのうち粒径10μ以下のものを浮遊粒子状物質といい、環境基準が設定

されている。（P.29参照） 

 本市では、ハイボリウムエアサンプラー採取重量法で浮遊粉じんの総量の測定

（表4－1）を行っている。 

 また、平成7年9月より浮遊粒子状物質を常時監視するβ線式質量濃度計が設置

されていたが、埼玉県秩父農林振興センターにおいて、浮遊粒子状物質の常時監

視が行われており、状況確認が可能になっているほか、ここ数年安定した数値を

示していることから平成25年度をもって測定を終了した。 

 総粉じん量については、環境基準が設定されていないため、参考として浮遊粒子

状物質の環境基準と比較したが、全地点で適合していた。 

区 域 外

④ 荒 川 総 合 支 所 区 域 外 浮遊粉じん（庁舎４階屋上）

③

区 域 外 浮遊粉じん（庁舎４階屋上）

大 滝 総 合 支 所

①

浮遊粉じん（３階屋外通路）

番号 測 定 場 所

②

用途地域 測 定 項 目 及 び 設 置 場 所

歴 史 文 化 伝 承 館 商 業 浮遊粉じん、酸性雨（３階バルコニー）

吉 田 総 合 支 所
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＜参考写真＞ハイボリウムエアサンプラー　設置状況（吉田総合支所４階屋上にて）

（2）酸性雨 

 酸性雨とは、工場や自動車等から排出された硫黄酸化物や窒素酸化物が大気

中で硫酸塩や硝酸塩に変化し、雨滴に溶け込んで酸性が強くなった雨といわれ

ている。 

 酸性雨の影響は、皮膚の刺激や目の痛みという急性のものから、湖沼、土壌

の酸性化による魚類の死滅、コンクリートの劣化や金属の腐食などの長期的な

ものまで指摘されている。 

 酸性の度合いは一般にｐＨ（水素イオン濃度指数）で表現され、この値が低

いほど酸性が強くなり、ｐＨ5.6以下の雨を酸性雨と呼んでいる。 

 本市では、埼玉県酸性雨モニタリングネットワーク設置運営要領に基づいて

県からの委託により雨水のｐＨ測定を実施してきた。 

 平成27年度の降雨採取日数は59日※で、降雨量1mm毎に区分して採取したもの

を1検体として259検体のｐＨを測定した。 

 全検体のｐＨの平均値は4.98、ｐＨ4.0以下の酸性雨は19検体観測され、月別

では6月、7月が5検体観測された。 

 このうち最もｐＨ値が低かったのは6月24日の3.59であった。季節別のｐＨ値

をみると、春季から夏季にかけて低く、秋季から冬季にかけて高くなる傾向が

ある。 

※平成27年度については凍結による採水瓶破損の恐れがあるため、1月中旬～2

月末にかけて測定未実施期間あり。 
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表4－2　年度別酸性雨等測定結果推移

  ｐＨ
 
年度

4.0
以下

4.01
～
5.0

5.01
～
6.0

6.01
～
7.0

7.01
～
8.0

8.01
～
9.0

9.01
以上

検体
合計

降雨
採

取日
数

年平均pH

23 2 52 89 25 1 0 0 169 37 5.33

24 20 84 73 33 1 0 0 211 51 5.18

25 13 108 80 45 7 0 0 253 64 5.18

26 9 47 48 64 3 0 0 171 41 5.51

27 19 119 96 24 1 0 0 259 59 4.98

表4－3　平成27年度月別酸性雨等の分析結果

  月
 
ｐH

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計

4.0
以下

0 0 5 5 3 3 0 0 0 0 0 3 19

4.01
～
5.0

6 7 9 22 31 16 3 15 0 0 0 10 119

5.01
～
6.0

6 4 11 16 0 25 9 13 7 3 0 2 96

6.01
～
7.0

6 6 0 1 0 2 0 2 5 2 0 0 24

7.01
～
8.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

8.01
～
9.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9.01
以上

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 18 17 25 44 34 46 12 30 12 6 0 15 259

日数 5 5 6 9 7 10 3 6 3 2 0 3 59

 

（3）光化学スモッグ 

 光化学スモッグの発生メカニズムは十分解明されているわけではないが、自

動車の排出ガスや工場のばい煙などに含まれている窒素酸化物や炭化水素が、

太陽の紫外線により複雑な光化学反応を起こし、その二次的産物であるオキシ

ダント（酸化性物質）を生成し、これが光化学スモッグの原因となり、目やの

どに対する刺激、また植物が枯れる等の被害が発生するといわれている。この

現象は気象条件に大きく左右されるが、5月から9月までの快晴やうす曇りで朝

から風が弱く、もやがかかったように視界がかすむ日に特に発生しやすい。 
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 本市では、光化学スモッグによる被害をなくすため、秩父市大気汚染緊急時

対策実施要綱に基づき、県防災無線ファクシミリにより着信した内容が注意報

等発令（解除）の場合は、直ちに関係機関へ連絡するとともに、秩父市防災行

政無線、秩父市ちちぶ安心・安全メールにより市民へ情報を知らせている。 

過去5年間の光化学スモッグ注意報発令日数と健康被害届出人数は表4－4のと

おりであり、平成27年度の県内の注意報発令日数は16日で、前年度と比較する

3日増加した。光化学スモッグによると思われる健康被害の届出人数は0人で、

4年連続で0人であった。 

 また、秩父市における注意報発令日数は2日で、前年度に比べ3日の減尐とな

り、健康被害の届出もなかった。 

 

３２局

　８局

図4－2　オキシダント基準観測局と光化学スモッグ注意報発令地区区分図

秩父地区（２局）

県北東部地区（６局）

県南東部地区（５局）

政令市等設置
オキシダント基準測定局

光化学スモッグ注意報等
発令地区区分

本庄地区（３局） 県北西部地区（３局） 県北中部地区（５局）

県南中部地区（８局）県南西部地区（８局）

一般環境大気測定局
オキシダント基準測定局

 光化学スモッグ常時監視は埼玉県が実施しており、図4－2のとおり県内に32

局の一般環境大気測定局や8局の政令市等設置オキシダント基準測定局などが

設置され、オキシダントの自動測定を行っている。 

 その測定データは1時間ごとに大気汚染中央監視局（県庁内）に集約され、

そのデータを基に埼玉県大気汚染緊急時対策要綱により県内を8地区に区分し

た各地区に光化学スモッグ注意報の発令・解除の情報伝達がされる。 

 秩父地区にあっては、秩父農林振興センターに測定局が設置されている。 
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表4-4　注意報発令日数と健康被害届出人数

※光化学オキシダントに係る緊急時の発令区分等については、埼玉県大気汚染緊急時対策要綱による。

予報
（地区ごと）

注意報
（地区ごと）

警報
（地区ごと）

●自動車の運行の自粛を求める

○光化学オキシダント濃度が0.12ppm以上になり、気象条件からみてその状態が続くと認
められるとき

◎燃料使用量を通常の20％程度削減するよう協力を求める

●自動車の運行の自粛を求める

○光化学オキシダント濃度が0.20ppm以上になり、気象条件からみてその状態が続くと認
められるとき

◎燃料使用量を通常の40％程度削減するよう勧告する

●自動車の運行の自粛を求める

○気象条件などからみて、光化学スモッグ注意報が発令されると予想されるとき

◎燃料使用量の削減等による協力を求める

区分

重大緊急報
（地区ごと）

○光化学オキシダント濃度が0.40ppm以上になり、気象条件からみてその状態が続くと認
められるとき

◎燃料使用量を通常の40％程度削減するよう命令する

●県公安委員会に交通規制について要請する

健康被害届出人数（人）

Ｈ25 Ｈ26

注意報発令日数（括弧内は時間）

13

年

秩父市

Ｈ23 Ｈ24

0埼玉県

光化学スモッグ注意報等発令基準

○発令の基準

Ｈ27

1
（2）

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ23 Ｈ24

区分 発　　令　　基　　準

●自動車対策

17 7 0 0

◎工場等対策（オキシダント大量ばい煙発生事業者）

０
（０）

3
（10）

5
（10:50）

2
（4）

0 0 0 0 0

13 16 9 0

り、健康被害の届出もなかった。 
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午前の判断（8時00分）

午後の判断（12時30分）

（4）微小粒子状物質（ＰＭ2.5） 

 ＰＭ2.5とは、大気中に浮遊する粒子状物質で、粒径が2.5マイクロメートル以

下の微粒子（※大きさは髪の毛の太さの30分の１程度）である。 

ぜんそくや肺がんなど人への影響が懸念され、日本のＰＭ2.5の環境基準は日平

均35マイクログラム以下とされているが、中国では高いときには500マイクログ

ラム程度になっており、大気汚染が問題になっている。 

 平成25年1月以降、こうした中国での大気汚染問題に端を発して、国内でもＰ

Ｍ2.5による健康影響への懸念が社会問題化し、国はこれを受け専門家会合を立

上げ、ＰＭ2.5についての注意喚起を行うための暫定指針値（日平均70マイクロ

グラム／㎥以下）を平成25年2月に設定している。 

 埼玉県においても、平成25年4月にＰＭ2.5に係る注意喚起要綱が定められ、注

意喚起について市町村への協力が求められたことから、市の大気汚染緊急時対策

実施要綱を改正して、市民への注意喚起に対応している。 

 埼玉県では、県内39か所の測定局(次ページ一覧参照）で24時間測定を実施し

ており、暫定指針値（日平均値が70マイクログラム／㎥）を超えるおそれの有無

を次のとおり判断している。 

 測定局ごとに早朝3時間(4時～7時）の測定値の平均を算出し、算出された測定

値を県南部と県北部に分けて、それぞれ2番目に大きい値が85マイクログラム／

㎥を超過している場合に暫定指針値を超過するおそれがあると判断し注意喚起す

ることになっている。 

 なお、判断は県南部、県北部について別々に行われる。 

 測定局ごとに午前中8時間(4時～12時）の測定値の平均を算出し、算出された

測定値を県8地区に分けて、それぞれ2番目に大きい値が80マイクログラム／㎥を

超過している場合に暫定指針値を超過するおそれがあると判断し注意喚起するこ

とになっている。 

 なお、判断は8地区について別々に行われる。 
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夕方から夜間の判断（17時30分）

 測定局を県8地区に分けて「基準１」「基準２」に沿って判断している。 

「基準１」とは…午後から急激に濃度が上昇するケースに対応するための基準で

13時～17時の測定値の平均が70マイクログラム／㎥以上、0時～17時の測定値の

平均が50マイクログラム／㎥以上。 

「基準２」とは…1日中高濃度のケースに対応するための基準で0時～17時の測定

値の平均が65マイクログラム／㎥以上。 

どちらかの基準に当てはまる場合に暫定指針値を超過するおそれがあると判断し

ている。 

 

一般環境大気測定局一覧 

 

  

●

●

●

● ●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

● ●

●・・・一般環境大気測定局（政令市等設置を含む）

●

●●
●

●

●

●

●

●
●

●

●

●●

●
秩父市

皆野町 寄居町

東秩父村

小川町

本庄市

深谷市

日高市

飯能市

熊谷市

入間市 所沢市

川越市

坂戸市

東松山市

鴻巣市

羽生市
加須市

久喜市
幸手市

宮代町

蓮田市 春日部市

越谷市

三郷市

八潮市川口市

さいたま市

戸田市

県南部地域
（22局）

県北部地域
（17局）

本庄地区（3局）

秩父地区（2局）

春日部・八潮・三郷・越谷市東越谷・越谷市千間台西

戸田・さいたま市役所・さいたま市大宮・さいたま市宮原・さいたま市片柳・
さいたま市城南・川口市南平・川口市芝

飯能・入間・坂戸・日高・川越市川越・川越市高階・川越市霞ヶ関・所沢市東所沢・
所沢市北野

加須・羽生・久喜・蓮田・幸手・宮代

熊谷・東松山・鴻巣

小川・東秩父・寄居

本庄・本庄児玉・深谷

秩父・皆野

県南東部地区（5局）

県南中部地区（8局）

県南西部地区（9局）

県北東部地区（6局）

県北中部地区（3局）

県北西部地区（3局）
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 微小粒子状物質(ＰＭ2.5）に対して県民の不安感が強いと判断した埼玉県は平成

27年度にＰＭ2.5の濃度や成分をいつでもどこでも、詳細に測定することの出来る

大気移動測定車を導入した。埼玉県では、この移動測定車を活用することで、ＰＭ

2.5の実態把握や発生源を解明し、ＰＭ2.5対策が推進され、問題が一日でも早く解

決出来るよう努力している。 

 

 これまで、基準値を超過し行われた注意喚起は、平成26年6月3日午後5時30分に

県北部地域に対しての1回のみであり、平成27年度についても基準値を超過した日

はなかった。 
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第5章 水質汚濁
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用 語 解 説（水質）

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　

○ アンモニア性窒素 

（ＮＨ  －Ｎ） 

 アンモニウムイオンをその窒素

量であらわしたもので、尿素、尿

酸、蛋白質など有機性窒素の分解

により生成する。 

主な発生源は、浄化槽排水、農業

用水（窒素肥料）などである。 

○ 魚のへい 

 死魚類が溶存酸素不足、毒物、

寄生虫、病気、油膜など様々な原

因によって死ぬこと。へい死魚の

浮遊などをいう。 

○ クロム 

〔Ｃｒ  ，Ｃｒ  〕 

 クロムは、合成成分やめっき

材として日用品、装飾品、機械

部品など多方面に広く使用され

る安定した重金属である。 

 クロム化合物でも三価のもの

は毒性が低いが、六価のものは

毒性が強く、皮膚や粘膜を腐食

し、長時間摂取すると肝臓、腎

臓、ひ臓に蓄積し嘔吐、腹痛、

痙れん等により死に至る。 

○ シアン（ＣＮ） 

 体内に入ると呼吸困難を起こ

し、死に至らしめる程猛毒で、

経口致死量0.06ｇといわれてい

る。めっき工場でも青化亜鉛、

青化銅などシアン化合物を用い

る工場の工程廃液に含まれる。 

 

○ 汚濁負荷量 

 汚水中に含まれる汚濁物質

の絶対量（重量）で水中の物

質の濃度に汚水量（流量）を

乗じて求める。 ○ 活性汚泥 

 有機性排水に空気を吹き込み好

気的に保つと、時間がたつにつれ

てその汚水に適した好気性微生物

が繁殖してフロックを形成する。 

 このフロックは細菌、原生動物、

環形動物などの集合体で、好気的

条件下で有機物を食物として繁殖

を続けるが、空気吹き込みを止め

ると沈降する。一見泥を溶かした

ように見えるのが微生物の塊であ

ることから、活性汚泥（生きてい

る汚泥）と呼ばれる。この原理を

利用して有機汚泥を処理するのが

活性汚泥法。 

○ ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 

 ＣＯＤは、酸化剤を用いて水

中の有機物を酸化する際に、消

費される酸化剤の量から消費さ

れた酸素の量を算出したもので、

数値が高いほど水中の汚濁物質

の量が多い。 

○ 水銀（Total－Ｈg，Ｒ－Ｈg） 

 水銀化合物には無機と有機が

あり、Total－Ｈgは金属水銀と

してすべての水銀化合物を定量

とするのに対して、Ｒ－Ｈgは

アルキル水銀のみを定量とする。 

 アルキル水銀の中でもメチル

水銀、エチル水銀などは「水俣

病」の原因物質で、これによる

中毒症状としては、言語障害、

視野狭窄、手足のマヒなど中枢

神経障害が起こり、死に至る場

合がある。 

４ ６＋ ３＋ 
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用 語 解 説（水質）つづき

　　

　　

　　

　　

○ カドミウム 

 カドミウム精錬所、めっき工

場、電気機器工場などで使用さ

れ、「イタイイタイ病」の原因

となった有害な重金属。 

○ 水素イオン濃度（ｐＨ） 

 酸性、アルカリ性を示す指標

で、7を中性とし、7より小さけ

れば酸性、大きければアルカリ

性である。 

○ 鉛（Ｐｂ） 

 鉛は骨髄神経を害し、貧血、

神経障害、胃腸障害、身体衰弱

等を起こし、強い中毒では死に

至る。 

○ ＢＯＤ 

（生物化学的酸素要求量） 

 微生物によって水中の有機物が

酸化、分解される際に消費される

酸素の量を表したもので、 

数値が大きいほど水中の有機物が

多く汚濁が著しい。 

○ ＰＣＢ 

（ポリ塩化ビフェニール） 

 無色液状（塩素化の程度に

より結晶状）、不燃性の物質

であり、化学的に非常に安定

していて分解されにくい。 

ＰＣＢの毒性については、劇

物ではないが非常に安定なた

め体内で分解、排出されにく

く、人体にとって危険度が高

い。 

○ 浮遊物質量（ＳＳ） 

 粒径2㎜以下の水に溶けな

い懸濁性の物質の総称で、 

数値が大きいほど水が濁って

いる。 

○ フェノール類 

 フェノール、クレゾールなど

の総称で、高濃度では有毒。 

毒物及び劇物に指定されている。

塩素と化合して異臭を発する。 

埼玉県では上乗せ規制で1㎎／ℓ

が排水基準となっている。 

○ 生活排水 

 台所、洗濯、浄化槽、風呂排

水など家庭生活上排出される排

水を言う。いわゆる下水。 

○ 大腸菌 

 腸内細菌で、一種ではなくいくつ

かの属、種が含まれたものである。 

それ自体は健康に有害ではないが、

多量に存在する場合は同時に病原菌

が 

存在する可能性があるため、病原菌

の指標として用いられる。単位はＭ

ＰＮ（最確数）で表される。 

○ ヒ素 

 ヒ素化合物（ヒ酸鉛、三酸化ヒ

素など）は、殺虫剤として農薬な

どに用いられる。 

中毒になると全身発疹、高熱、食

欲不振等の症状を呈する。 
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用 語 解 説（水質）つづき

○ 溶存酸素（ＤＯ） 

 水中に溶解している酸素のこ

とをいい、ＢＯＤ、ＣＯＤが高

いほど溶存酸素は消費される。 

 魚には5㎎／ℓ程度が必要で、

環境保全上は、臭気発生限界の

点から2㎎／ℓ以上必要とされる。 

○ 公共下水道 

 主として市街地における下水

を排除し、又は処理するために

地方公共団体が管理する下水道

で、終末処理を有するものであ

り、かつ、汚水を排除すべき排

水施設の相当部分が暗渠である

構造のものをいう。 

○ 富栄養化現象 

 栄養塩類の少ない貧栄養な

水域が、水質汚濁による各種

の栄養塩類の流入によって 

富栄養な水域に変わる現象。 

赤潮、水の華と呼ばれるプラ

ンクトンの異常発生が起こり、

魚介類がへい死するなど悪影

響を招くことがある。 

○ 有機リン 

 水質汚濁防止法で規制される

有機リンは、パラチオン、メチ

ルパラチオン、メチルジメトン、

ＥＰＮに限られる。 

いずれも農薬として用いられ、

人体影響は軽症では全身倦怠、

めまい、頭痛、発汗、嘔吐、中

毒症では瞳孔の縮小、言語障害、

視力減退、重症では意識不明、

痙れん、失神等から死亡する。 

○ 閉鎖性水域 

 湾、湖、沼などのように水

の交換が少ない水域。 

 富栄養化現象が起こりやす

く、総量規制の対象水域と

なっている。 

○ ｎ－ヘキサン抽出物質量 

 主として排水中の比較的揮発し

にくい炭化水素、グリース油状物

質等の総称で、「油分」といわれ、

鉱油類や動植物油脂類の指標とし

て用いられる。 
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項　　　　目 基 　準 　値

カドミウム 0.003mg／ℓ以下

全シアン 検出されないこと。

　鉛　 0.01㎎／ℓ以下

六価クロム 0.05㎎／ℓ以下

ヒ素 0.01㎎／ℓ以下

総水銀 0.0005㎎／ℓ以下

アルキル水銀 検出されないこと。

ＰＣＢ 検出されないこと。

ジクロロメタン 0.02㎎／ℓ以下

四塩化炭素 0.002㎎／ℓ以下

1,2－ジクロロエタン 0.004㎎／ℓ以下

1,1－ジクロロエチレン 0.1㎎／ℓ以下

シス－1,2－ジクロロ
エチレン

0.04㎎／ℓ以下

1,1,1－トリクロロエ
タン

1㎎／ℓ以下

1,1,2－トリクロロエ
タン

0.006㎎／ℓ以下

トリクロロエチレン 0.01㎎／ℓ以下

テトラクロロエチレン 0.01㎎／ℓ以下

1,3－ジクロロプロペン 0.002㎎／ℓ以下

チウラム 0.006㎎／ℓ以下

シマジン 0.003㎎／ℓ以下

チオベンカルブ 0.02㎎／ℓ以下

ベンゼン 0.01㎎／ℓ以下

セレン 0.01㎎／ℓ以下

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10㎎／ℓ以下

ふっ素 0.8㎎／ℓ以下

ほう素 1㎎／ℓ以下

1,4－ジオキサン 0.05㎎／ℓ以下

3　海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。

4　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格43.2.1、43.2.5又は43.2.6により測定された硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと規格43.1によ
り測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045を乗じたものの和とする。

測定方法

硝酸性窒素にあっては規格43.2.1、43.2.3又は43.2.5に定める方法、亜硝酸性窒素に
あっては規格43.1に定める方法

規格34.1に定める方法又は規格34.1(c)(注（6）第3文を除く。)に定める方法（懸濁物
及びイオンクロマトグラフ法で妨害となる物質が共存しない場合にあってはこれを省
略することができる。）及び付表6に掲げる方法

規格47.1、47.3又は47.4に定める方法

付表７に掲げる方法

備考

1　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。

2　「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。別表2において
同じ。

規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.1に定める方法

付表4に掲げる方法

付表5の第1又は第2に掲げる方法

付表5の第1又は第2に掲げる方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定める方法

規格67.2、67.3又は67.4に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1又は5.3.2に定める方法

日本工業規格Ｋ0102（以下「規格」という。）55.2、55.3又は55.4に定める方法（準
備操作は規格55に定める方法によるほか、付表８に掲げる方法によることができ
る。）

規格38.1.2及び38.2に定める方法又は規格38.1.2及び38.3に定める方法

規格54に定める方法

規格65.2に定める方法

規格61.2又は61.3又は61.4に定める方法

付表1に掲げる方法

付表2に掲げる方法

付表3に掲げる方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定める方法

規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5に定める方法

別表1 人の健康の保護に関する環境基準       昭和46年12月28日 環境庁告示第59号 
（改正  平15環告123・平20環告40・平21環告78・平23環告94・平24環告127・平25環告30・平26環告39・平26環告126） 
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水道1級・ 6.5以上 50ＭＰＮ／

自然環境保全 8.5以下 100mℓ以下

水道2級・ 6.5以上
1000ＭＰＮ

／
荒川

水産1級・水浴 8.5以下 100mℓ以下 横瀬川

水道3級・ 6.5以上
5000ＭＰＮ

／

水産2級 8.5以下 100mℓ以下

水産3級 6.5以上

工業用水1級 8.5以下

工業用水2級 6.0以上

農業用水 8.5以下

工業用水3級 6.0以上

環境保全 8.5以下

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと

Ｅ
10㎎／ℓ以

下
2㎎／ℓ以

上
－

利用目的
の適応性

　
項
目
　
　
　
類
型

生物化学的
酸素要求度
（ＢＯＤ）

浮遊物質量
(ＳＳ)

溶存酸素量
(ＤＯ)

Ｄ
8㎎／ℓ以

下
100㎎／ℓ
以下

2㎎／ℓ以
上

－

Ｂ
3㎎／ℓ以

下
25㎎／ℓ以

下
5㎎／ℓ以

上

Ｃ
5㎎／ℓ以

下
50㎎／ℓ以

下
5㎎／ℓ以

上
－

Ａ
2㎎／ℓ以

下
25㎎／ℓ以

下
7.5㎎／ℓ

以上

ＡＡ
1㎎／ℓ以

下
25㎎／ℓ以

下
7.5㎎／ℓ

以上
赤平川

基準値

水素イオン
濃度

（ｐＨ）
大腸菌群数 該当水域

別表2 生活環境の保全に関する環境基準{河川（湖沼を除く）} 

（注）1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

   2 水 道  1級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

      〃   2級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

      〃   3級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの  

   3 水 産  1級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産2級及び水産3級の水産生物用 

     〃   2級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産3級の水産生物用 

     〃   3級：コイ、フナ等β－中腐水性水域の水産生物用 

  4 工業用水 1級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

     〃   2級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

     〃   3級：特殊の浄水操作を行うもの 

  5 環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩道等を含む。）において不快感を生じない限度 
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１ 水質汚濁の現況 

 秩父市内を流れる河川は荒川水系に属し、河川法に基づく一級河川は7本、

準用河川は5本ある。 

これらの河川は、上水道、農業用水路等に広く利用されるとともに、河川

の空間は、市民の安らぎとレクリエーションの場として生活にうるおい、

憩いをもたらすなど、市民の生活に深く結びついている。 

 また、埼玉県を代表する河川荒川の上流水域にあたることから、市民は

もとより県民全体からも、秩父地域の河川の清流保全への要望は高まる一

方で、河川の水質保全はますます重要な課題となっている。 

 市内の河川の水質については、大腸菌群数の値が高く、特に小河川では

生活系負荷量の占める割合が大きく、ＢＯＤの数値が年間を通して高いと

ころも見られる。 

 環境基準該当河川においては、大腸菌群数を除いて基準内におさまって

いるところが多い。 

 近年における河川の水質汚濁は、工場・事業所などからの排出水の他、

都市化の進展による家庭からの生活排水などが主な原因とされている。 

 また、これらの発生源は広域的にまたがるため、調査、監視指導等は県

知事の権限にあるものの、本市でも独自に水質調査をはじめとして、工場

等の排出水の調査を実施し、基準超過工場に対し指導を行っている。 

 今後も監視指導体制を維持していくとともに、発生源における汚濁の未

然防止に努め、市民の健康の保護及び生活環境の保全を図っていく必要が

ある。 
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図5-1河川水採水場所

河川水採水場所一覧表

２ 河川水質調査 

 河川水質検査は17河川を対象に年3回実施し、水質汚濁の状況把握を行って

いる。（採水場所については図5－1及び一覧表を参照） 

299

140

299

140

No. 河川名 採 水 場 所

① 中津川 荒川合流地点

⑥ 押堀川 井戸尻橋下

⑦ 滑　沢 腰田堀・柿沢堀合流地点

② 荒　川 大滝万年橋下

③ 安谷川 荒川合流点前

④ 荒　川 久那橋下

⑤ 浦山川 常盤橋下

⑧ 横瀬川 大崩沢合流点後

⑨ 定峰川 萩川橋下

⑩ 横瀬川 下小川橋下

⑪ 蒔田川 諏訪橋下

⑫ 吉田川 吉田万年橋下・石間川合流点　

⑬ 赤平川 番戸橋下・吉田川合流点後

No. 河川名 採 水 場 所

⑯ 赤平川 郷平橋下

⑰ 荒　川 赤平川合流点後

⑭ 長森川 中央橋下

⑮ 篠葉沢 堀切２０５番地付近
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 平成27年度の分析項目はｐＨ、ＢＯＤ、ＳＳ、ＤＯ、全窒素、全リン、流

量、大腸菌群数、糞便性大腸菌群数の9項目で、4ヶ月に１回調査を行った。

各河川別の水質調査結果を表5－1に、水質調査結果の概況を図5－2にそれぞ

れ表す。 

 荒川、横瀬川、赤平川の3河川は、政令（昭和46年12月17日告示第1646号

等）に基づき環境基準が公共用水域のＡ類型として指定され、その後平成17

年4月12日には、赤平川の水域類型がＡ類型からＡＡ類型へと変更された。 

 その他の小河川についても、この3河川に流入していることから、このＡ

類型基準を目標としている。 

 水質汚濁の代表的指標であるＢＯＤについては、表5－2を見ると滑沢、篠

葉沢、長森川、蒔田川、横瀬川などが比較的高い数値を示した。ＢＯＤは、

生活雑排水、し尿等の有機汚濁の流入により値が高くなることから、これら

の影響を受けているものと考えられる。 

 また、大腸菌群数の年平均について主要河川である荒川・赤平川・横瀬川

を見ると、3河川(荒川は下流のみ）とも環境基準を超える結果となった。  

 一般に、大腸菌群数が高くなる原因として、生活雑排水や管理不十分のた

め滅菌不足となった浄化槽の影響等が考えられる。 

 なお、大腸菌群数は動物の糞便由来以外に、土壌等自然界に由来するもの

も多く存在する。 

 ｐＨについては、全地点で環境基準に適合する結果となった。 

 秩父山系の石灰岩層に流下中の河川水が接触することによりｐＨがアルカ

リ側に傾いたり、水中の藻類（植物プランクトン）の炭酸同化作用によって

もアルカリ化する可能性があるが、今年度の調査においては、その傾向はみ

られなかった。 
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表5-1　平成27年度河川水調査結果

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 7.5 7.6 7.4 7.5 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 1.0 0.9 1.3 1.1 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 12 9.4 13 11.5 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 22 490 17 176 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 0.62 0.55 0.70 0.62 -

全りん ㎎/ℓ 0.007 <0.006 0.008 0.008 -

流量 ㎥/s 0.65 2.46 0.66 1.26 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 7.5 7.6 7.5 7.5 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.9 0.9 1.6 1.1 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 11 10 14 11.7 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 13 330 22 122 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - 13 11 12 -

全窒素 ㎎/ℓ 0.54 0.45 0.51 0.50 -

全りん ㎎/ℓ 0.011 0.010 0.006 0.009 -

流量 ㎥/s 1.12 3.83 1.64 2.20 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 7.5 7.6 7.5 7.5 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.8 0.7 1.6 1.0 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 11 10 14 11.7 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 79 4,900 110 1,696 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 0.66 0.68 0.68 0.67 -

全りん ㎎/ℓ 0.023 0.019 0.019 0.020 -

流量 ㎥/s 0.54 0.82 0.13 0.50 -

①中津川（荒川合流地点）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

③安谷川（荒川合流点前）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

②荒川（大滝万年橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）
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27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.2 8.2 7.5 8.0 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.9 0.8 1.3 1.0 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 11 10 14 11.7 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 17 1,300 17 445 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - 10 1 6 -

全窒素 ㎎/ℓ 0.67 0.49 0.64 0.60 -

全りん ㎎/ℓ 0.024 0.009 0.008 0.014 -

流量 ㎥/s 2.19 5.59 1.71 3.16 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 7.9 7.8 7.6 7.8 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.8 0.6 1.0 0.8 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 2.0 <1.0 1.3 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 11 9.8 14 11.6 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 130 700 130 320 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 0.82 1.00 0.85 0.89 -

全りん ㎎/ℓ 0.018 0.016 0.010 0.015 -

流量 ㎥/s 1.00 2.68 0.80 1.49 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 7.8 7.6 7.6 7.7 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.9 0.6 1.0 0.8 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 10 9.6 11 10.2 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 2,400 790 790 1,327 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 3.5 5.1 4.3 4.30 -

全りん ㎎/ℓ 0.010 0.018 0.013 0.014 -

流量 ㎥/s 0.07 0.13 0.03 0.08 -

⑥押堀川（井戸尻橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑤浦山川（常盤橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

④荒川（久那橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）
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27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.5 7.9 7.6 8.0 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 2.1 1.4 2.3 1.9 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ 2.0 <1.0 <1.0 1.3 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 12 9.1 12 11.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 7,000 17,000 17,000 13,667 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 2.0 2.1 2.2 2.10 -

全りん ㎎/ℓ 0.064 0.047 0.054 0.055 -

流量 ㎥/s 0.05 0.06 0.06 0.06 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.3 8.1 7.7 8.0 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 1.4 0.9 2.0 1.4 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 10 10 13 11.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 1,300 4,900 790 2,330 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.8 1.4 2.3 1.83 -

全りん ㎎/ℓ 0.067 0.024 0.072 0.054 -

流量 ㎥/s 0.63 1.42 0.44 0.83 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.0 7.9 7.7 7.9 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.8 <0.5 1.0 0.8 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 10 9.9 12 10.6 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 13,000 7,900 1,300 7,400 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.10 0.82 1.40 1.11 -

全りん ㎎/ℓ 0.036 0.012 0.032 0.027 -

流量 ㎥/s 0.20 0.40 0.11 0.24 -

⑨定峰川（萩川橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑧横瀬川（大崩沢合流点後）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑦滑沢（腰田堀・柿沢堀合流地点）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）
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27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.3 8.3 7.7 8.1 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 1.4 0.9 1.9 1.4 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ 1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 10 9.9 13 11.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 13,000 4,900 23,000 13,633 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.80 1.40 2.40 1.87 -

全りん ㎎/ℓ 0.073 0.027 0.074 0.058 -

流量 ㎥/s 0.89 1.81 0.66 1.12 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.9 8.2 8.0 8.4 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 1.2 1.2 1.3 1.2 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ 4.0 <1.0 1.0 2.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 12 9.1 15 12.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 23,000 22,000 460 15,153 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 0.83 1.10 2.50 1.48 -

全りん ㎎/ℓ 0.100 0.110 0.130 0.113 -

流量 ㎥/s 0.09 0.10 0.04 0.08 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.3 8.1 7.8 8.1 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.8 0.8 1.1 0.9 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 11 9.8 14 11.6 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 790 2,700 790 1,427 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.4 1.1 1.3 1.27 -

全りん ㎎/ℓ 0.041 0.021 0.035 0.032 -

流量 ㎥/s 0.38 1.15 0.17 0.57 -

⑫吉田川（吉田万年橋下・石間川合流点）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑪蒔田川（諏訪橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑩横瀬川（下小川橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）
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27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.2 8.1 7.7 8.0 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.8 0.5 0.9 0.7 1以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 11 11 14 12.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 1,300 2,300 330 1,310 50以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.6 1.2 1.8 1.53 -

全りん ㎎/ℓ 0.036 0.027 0.049 0.037 -

流量 ㎥/s 2.22 8.93 1.22 4.12 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.0 7.9 7.8 7.9 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 1.3 1.0 1.8 1.4 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ 3 4 6 4.3 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 11 9.7 15 11.9 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 49,000 170,000 49,000 89,333 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.0 1.1 1.6 1.23 -

全りん ㎎/ℓ 0.110 0.120 0.120 0.117 -

流量 ㎥/s 0.03 0.07 0.02 0.04 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.5 8.2 7.9 8.2 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.9 1.3 1.7 1.3 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 2.0 2.0 1.7 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 13 11 15 13.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 7,900 33,000 7,900 16,267 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.2 1.3 4.0 2.17 -

全りん ㎎/ℓ 0.160 0.220 0.250 0.210 -

流量 ㎥/s 0.05 0.06 0.04 0.05 -

⑮篠葉沢（堀切２０５番地付近）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑭長森川（中央橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑬赤平川（番戸橋下・吉田川合流点後）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(ＡＡ類
型）
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27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.4 8.4 8.0 8.3 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.6 0.7 1.7 1.0 1以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 12 11 16 13.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 490 2,300 1,300 1,363 50以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - 29 17 23 -

全窒素 ㎎/ℓ 1.6 1.1 1.7 1.47 -

全りん ㎎/ℓ 0.044 0.031 0.039 0.038 -

流量 ㎥/s 2.22 6.18 1.47 3.29 -

27.4.22 27.9.30 28.1.28

ｐH 8.3 7.9 7.9 8.0 6.5～8.5

ＢＯＤ ㎎/ℓ 0.9 0.6 1.4 1.0 2以下

ＳＳ ㎎/ℓ <1.0 <1.0 <1.0 1.0 25以下

ＤＯ ㎎/ℓ 12 10 14 12.0 7.5以上

大腸菌群数 MPN/100ml 490 2,300 330 1,040 1000以下

糞便性大腸菌群数 個/100ml - - - - -

全窒素 ㎎/ℓ 1.0 0.79 1.5 1.10 -

全りん ㎎/ℓ 0.039 0.023 0.034 0.032 -

流量 ㎥/s 13.7 16.2 5.14 11.68 -

⑰荒川（赤平川合流点後）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(Ａ類型）

⑯赤平川（郷平橋下）

項 目 単 位
採 水 年 月 日

平均
環境基準
(ＡＡ類
型）
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表5-2　平成27年度河川別水質(ＢＤＯ)順位

順　位 地点No. 河 川 名 採水場所
BOD平均
(㎎/ℓ)

前年度BOD平均

(㎎/ℓ)
前年度
順　位

1 ⑬ 赤平川 番戸橋下・吉田川合流点後 0.73 0.67 1

2 ⑨ 定峰川 萩川橋下 0.77 0.73 4

3 ⑤ 浦山川 常盤橋下 0.80 0.9 9

4 ⑥ 押堀川 井戸尻橋下 0.83 0.67 1

5 ⑫ 吉田川 吉田万年橋下・石間川合流点 0.90 0.83 5

6 ⑰ 荒川 赤平川合流点後 0.97 0.97 10

④ 荒川 久那橋下 1.00 0.83 5

⑯ 赤平川 郷平橋下 1.00 0.83 5

9 ③ 安谷川 荒川合流点前 1.03 0.67 1

10 ① 中津川 荒川合流地点 1.07 0.97 10

11 ② 荒川 大滝万年橋下 1.13 0.83 5

12 ⑪ 蒔田川 諏訪橋下 1.23 1.23 14

13 ⑮ 篠葉沢 堀切205番地付近 1.30 1.3 15

14 ⑭ 長森川 中央橋下 1.37 1.4 16

15 ⑩ 横瀬川 下小川橋下 1.40 1.1 12

16 ⑧ 横瀬川 大崩沢合流点後 1.43 1.16 13

17 ⑦ 滑沢 腰田堀・柿沢堀合流地点 1.93 1.8 17

7

No. ⑫ No. ⑭ No. ⑮
pH 8.1 pH 7.9 pH 8.2
BOD 0.9 BOD 1.4 BOD 1.3
SS 1.0 SS 4.3 SS 1.7
DO 11.6 DO 11.9 DO 13.0
E 1,427 E 89,333 E 16,267
T-N 1.27 T-N 1.23 T-N 2.17

No. T-P 0.032 T-P 0.117 T-P 0.210
pH Q 0.57 Q 0.04 Q 0.05
BOD (mg/L) BODL 44.1 BODL 4.7 BODL 5.6
SS (mg/L) SSL 49.0 SSL 15.0 SSL 7.2
DO (mg/L) T-NL 62.0 T-NL 4.3 T-NL 9.4
E T-PL 1.6 T-PL 0.4 T-PL 0.9
T-N (mg/L)

T-P (mg/L) No. ⑬ No. ⑯
Q (㎥/s) pH 8.0 pH 8.3
BODL (kg/日) BOD 0.7 BOD 1.0
SSL (kg/日) SS 1.0 SS 1.0
T-NL (kg/日) DO 12.0 DO 13.0
T-PL (kg/日) E 1,310 E 1,363

T-N 1.53 T-N 1.47
T-P 0.037 T-P 0.038
Q 4.12 Q 3.29
BODL 261.3 BODL 284.3
SSL 356.3 SSL 284.3
T-NL 546.3 T-NL 416.9
T-PL 13.3 T-PL 10.8

No. ② No. ④ No. ⑰
pH 7.5 pH 8.0 pH 8.0
BOD 1.1 BOD 1.0 BOD 1.0
SS 1.0 SS 1.0 SS 1.0
DO 11.7 DO 11.7 DO 12.0
E 122 E 445 E 1,040
T-N 0.50 T-N 0.60 T-N 1.10
T-P 0.009 T-P 0.014 T-P 0.032
Q 2.20 Q 3.16 Q 11.68
BODL 215.1 BODL 273.3 BODL 975.5
SSL 189.8 SSL 273.3 SSL 1009.2
T-NL 94.9 T-NL 164.0 T-NL 1106.7
T-PL 1.7 T-PL 3.7 T-PL 32.3

No. ① No. ③ No. ⑤ No. ⑥ No. ⑦ No. ⑧ No. ⑩ No. ⑪
pH 7.5 pH 7.5 pH 7.8 pH 7.7 pH 8.0 pH 8.0 pH 8.1 pH 8.4
BOD 1.1 BOD 1.0 BOD 0.8 BOD 0.8 BOD 1.9 BOD 1.4 BOD 1.4 BOD 1.2
SS 1.0 SS 1.0 SS 1.3 SS 1.0 SS 1.3 SS 1.0 SS 1.0 SS 2.0
DO 11.5 DO 11.7 DO 11.6 DO 10.2 DO 11.0 DO 11.0 DO 11.0 DO 12.0
E 176 E 1,696 E 320 E 1,327 E 13,667 E 2,330 E 13,633 E 15,153
T-N 0.62 T-N 0.67 T-N 0.89 T-N 4.30 T-N 2.10 T-N 1.83 T-N 1.87 T-N 1.48
T-P 0.008 T-P 0.020 T-P 0.015 T-P 0.014 T-P 0.055 T-P 0.054 T-P 0.058 T-P 0.113
Q 1.26 Q 0.50 Q 1.49 Q 0.08 Q 0.06 Q 0.83 Q 1.12 Q 0.08
BODL 115.8 BODL 44.3 BODL 103.2 BODL 5.5 BODL 9.5 BODL 102.8 BODL 135.5 BODL 8.2
SSL 108.6 SSL 42.9 SSL 172.0 SSL 6.6 SSL 6.5 SSL 71.7 SSL 96.8 SSL 13.2
T-NL 67.7 T-NL 28.9 T-NL 114.8 T-NL 28.5 T-NL 10.3 T-NL 131.5 T-NL 180.6 T-NL 9.8
T-PL 0.8 T-PL 0.9 T-PL 1.9 T-PL 0.1 T-PL 0.3 T-PL 3.9 T-PL 5.6 T-PL 0.8

No. ⑨
pH 7.9
BOD 0.8
SS 1.0
DO 10.6
E 7,400
T-N 1.11
T-P 0.027
Q 0.24
BODL 15.7
SSL 20.4
T-NL 22.6
T-PL 0.5

赤

平

川荒 川

横

瀬

川

蒔

田

川

吉

田

川

長

森

川

篠

葉

沢

赤　平　川

定

峰

川

(MPN/100mL)

滑

沢

横 瀬 川

図 5－ 2 河 川水 質調 査結 果の 概況

　地点番号

　流量

　水素イオン濃度

　生物化学的酸素要求量

　浮遊物質量

　溶存酸素量
　大腸菌群数

押

堀

川

浦

山

川

安

谷

川

凡 例

※各数値は全て年間平均値を示す。

中

津

川

　全窒素

　全燐

　全燐負荷量

　BOD負荷量

　SS負荷量

　全窒素負荷量
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表5-3　特定事業場年度別不適合率

表5-4　主な検査項目及び排水基準

検査項目

60
(50)

120 16

7

7

0 0

1 14.3

0 0

1 14.3

大腸菌群数ＰＨ ＢＤＯ ＳＳ Ｔ－Ｎ

排水基準
（日間平均）

Ｔ－Ｐ

5.8～8.6 25 3000

のべ立入件数 のべ不適合件数 のべ不適合率(％）

0 0

7

7

7

　　　内訳
年度

Ｈ２３

Ｈ２４

Ｈ２５

Ｈ２６

Ｈ２７

3 発生源対策 

 公共用水域の汚濁原因としては、生活系排出水及び工場、事業所からの産

業系排出水とに分けられる。 

 この比率は生活系排水の占める割合が高いものの、工場、事業場の産業系

排出水の規制、指導も汚濁防止対策のひとつとして推進していかなければな

らない。 

 本市における規制対象の特定事業所については県で立入検査を実施すると

ともに、市独自に年１回立入検査を実施している。 

 そのうち市で実施した立入検査結果を表5-3に記す。平成27年度の不適合件

数は0件で、すべての事業所において排水基準値（表5－4参照）に適合してい

た。 

 排出基準不適合となる特定事業所には種々原因があると思われるため、今

後も処理施設の維持管理の徹底を指導するとともに、管理体制の強化を図っ

ていかなければならない。 

 また、家庭からの生活排水などによる汚濁の進行を防止するためには、下

水道の整備や合併処理浄化槽の普及促進を図るなど、水質汚濁を改善するた

めの様々な施策を行政、企業、住民がそれぞれの立場で一層推進することが

重要である。 
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第6章 騒音・振動
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一般地域の環境基準 

（平成10年環境庁告示第64号・平成11年埼玉県告示第287号） 

時 間 の 区 分 

地 域 の 区 分 

昼 間 

（６時～22時） 

夜 間 

（22時～６時） 

Ａ 地 域 

第1種低層住居専用地域 

第2種低層住居専用地域 

第1種中高層住居専用地域 

第2種中高層住居専用地域 
55デシベル以下 45デシベル以下 

Ｂ 地 域 

第1種住居地域 

第2種住居地域 

準住居地域 

用途地域の定めのない地域 

Ｃ 地 域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

60デシベル以下 50デシベル以下 

 （注）工業専用地域は適用しない。 

道路に面する地域の環境基準 

地 域 の 区 分 昼 間 夜 間 

Ａ地域のうち2車線以上の車線を有する地域 60デシベル以下 55デシベル以下 

Ｂ地域のうち 2 車線以上の車線を有する地域及び

Ｃ地域のうち車線を有する地域 
65デシベル以下 60デシベル以下 

 （注）車線とは、1縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状

の車道部分をいう。 

幹線交通を担う道路に近接する空間の環境基準（特例） 

区 分 昼 間 夜 間 

屋 外 70デシベル以下 65デシベル以下 

窓 を 閉 め た 屋 内 45デシベル以下 40デシベル以下 

注1．幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、4車線以上の市町村道をいう。 

注2．近接する空間とは、道路端から2車線以下では15ｍ、3車線以上では20ｍの区間をいう。 

注 3．窓を閉めた屋内の基準を適用することができるのは、個別の住居等において騒音の影響を受けやす

い面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときである。 
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深夜営業に関する規制基準   （埼玉県生活環境保全条例施行規則第47条別表第18） 

区域の区分 基 準 値 時 間 

第1種区域 45デシベル 
午後10時から翌日午前6時まで 

 

原則として午後11時から翌日午前6時までの間、音響機器

の使用禁止 

第2種区域 45デシベル 

第3種区域 50デシベル 

第4種区域 50デシベル 

 

拡声機使用に関する規制基準  （埼玉県生活環境保全条例施行規則第４８条別表第１９） 

1 店頭、街頭等に固定して拡声機を使用する場合 

区域の区分 基 準 値 備 考 

第1種区域 60デシベル イ 拡声機の使用は、午前10時から午後６時までの間に限 

ること。 

ロ 拡声機の使用は、１回20分以内とし、次回の使用まで 

に10分以上の間隔を置くこと。 

ハ 基準値は、屋外の地上1.5ｍの位置における音量とす 

る。 

第2種区域 65デシベル 

第3種区域 75デシベル 

第4種区域 80デシベル 

 

2 移動しながら拡声機を使用する場合 

区域の区分 基 準 値 備 考 

第1種区域 70デシベル イ 拡声機の使用は、午前10時から午後６時までの間に限 

ること。 

ロ 学校、保育所、病院、診療所、図書館又は特別養護老人

ホームの敷地の周囲おおむね 100ｍの区域内において

は、拡声機を使用しないこと。 

ハ 停止している間に拡声機を使用する場合の基準値は、音

源から 10ｍ以上離れた地上 1.5ｍの位置における音量

とする。 

第2種区域 75デシベル 

第3種区域 85デシベル 

第4種区域 85デシベル 
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特定工場等において発生する騒音の規制基準（平成24年３月30日秩父市告示第62号） 

時間の区分 

 

区域の区分 

昼 間 朝 ・ 夕 夜 間 

午前8時から 

午後7時まで 

午前 6 時から 
午前 8 時まで 
午後 7 時から 
午後 10 時まで 

午後10時から 

午前6時まで 

第1種区域 

第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域 

第1種中高層住居専用地域、第2種中高層住居専用地域 

50デシベル以下 45デシベル以下 45デシベル以下 

第2種区域 
第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域、 

用途地域の定めのない地域、都市計画区域外 

55デシベル以下 50デシベル以下 45デシベル以下 

第3種区域 
商 業 地 域 
近 隣 商 業 地 域 
準 工 業 地 域 

65デシベル以下 60デシベル以下 50デシベル以下 

第4種区域 

工 業 地 域 70デシベル以下 65デシベル以下 60デシベル以下 

 

備考：第2種区域、第3種区域及び第4種区域のうち、学校、保育所、病院、診療所、図書館、特

別養護老人ホームの敷地の周囲おおむね 50ｍの区域内における規制基準は、当該各欄に定

める当値ｄＢ（Ａ）から5デシベル（Ａ）減じた値とする。 

騒音規制法に基づく自動車騒音の限度を定める基準 

（平成12年総理府令第15号） 

 時 間 の 区 分 

区 域 の 区 分 
昼 間 夜 間 

1 ａ区域及びｂ区域のうち一車線を有する道路に面する区域 65デシベル 55デシベル 

2 a区域のうち二車線以上の車線を有する道路に面する区域 70デシベル 65デシベル 

3 
b 区域のうち二車線以上の車線を有する道路に面する区域及

びｃ区域のうち車線を有する区域 
75デシベル 70デシベル 

 

区域の類型を当てはめる地域（抄） 

（平成24年３月30日秩父市告示第64号） 

区域の類型 該 当 地 域 

ａ 区 域 
第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域 
及び第2種中高層住居専用地域 

ｂ 区 域 第1種住居地域、第2種住居地域、準住居地域及び用途地域の定めのない地域 

ｃ 区 域 近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域 

注． この基準は、市町村長から県公安委員会に対し、自動車騒音の低減を図るために交通規制の

要請をする場合の基準である。 
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騒音の大きさの例

振動の大きさの例

デシベル
震度

階級
人　　間 屋　内　の　状　況 屋　外　の　状　況

55以下 0 人は揺れを感じない。

55～65 1
屋内にいる人の一部がわずかな揺

れを感じる。

65～75 2
屋内にいる人の多くが揺れを感じ

る。眠っている人の一部が目を覚ま

す。

電灯などのつり下げ物がわずかに揺れる。

75～85 3
屋内にいる人のほとんどが揺れを感

じる。恐怖感を覚える人もいる。
棚にある食器類が音を立てることがある。 電線が少し揺れる。

85～95 4
かなりの恐怖感があり、一部の人は

身の安全を図ろうとする。眠ってい

る人のほとんどが目を覚ます。

つり下げ物は大きく揺れ、棚にある食器類

は音を立てる。座りの悪い置物が倒れるこ

とがある。

電線が大きく揺れる。歩いている人も揺れを感じ

る。自動車を運転していて、揺れに気付く人がい

る。

5弱
多くの人が身の安全を図ろうとす

る。一部の人は行動に支障を感じ

る。

つり下げ物は激しく揺れ、棚の食器類、書

棚の本が落ちることがある。家具が移動す

ることがある。

窓ガラスが割れて落ちることがある。電柱が揺れ

るのがわかる。補強されていないブロック塀が崩

れることがある。道路に被害が生じることがある。

95～105

5強
非常な恐怖を感じる。多くの人が行

動に支障を感じる。

棚にある食器類、書棚の本の多くが落ち

る。テレビが台から落ちることがある。タンス

など重い家具が倒れることがある。変形に

よりドアが開かなくなることがある。一部の

戸が外れる。

補強されていないブロック塀の多くが崩れ、据付

が不十分な自動販売機が倒れることがある。多く

の墓石が倒れる。自動車の運転は困難となり、停

車する車が多い。

6弱 立っていることが困難になる。
固定していない重い家具の多くが移動、転

倒する。開かなくなるドアが多い。

かなりの建物で壁のタイルや窓ガラスが破損、落

下する。

105～110

6強
立っていることができず、はわないと

動くことができない。

固定していない重い家具の多くが移動、転

倒する。戸がはずれて飛ぶことがある。

多くの建物で壁のタイルや窓ガラスが破損、落下

する。補強されていないブロック塀がほとんど崩れ

る。

110以上 7
揺れにほんろうされ、自分の意思で

行動できない。

ほとんどの家具が大きく移動し、飛ぶものも

ある。

ほとんどの建物の壁のタイルや窓ガラスが破損、

落下する。補強されているブロック塀も破損するも

のがある。

デシベルとは
　音や振動に対する人間の感じ方は、音の強さ（または振幅）、周波数の違いなどによって異なります。騒音
（振動）の大きさは、物理的に測定した騒音の強さ（振幅の大きさ）に、周波数による感覚補正を施したもので
あり、その単位はｄB（デシベル）を用います。
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表6-1　環境騒音測定結果表 単位：デシベル

平均
環境
基準

平均
環境
基準

A 47 41

A 49 40

B 47 55 40 45

B 51 39

B 50 37

B 49 37

C 51 40

C 55 45

C 44 34

C 48 60 43 50

- 51 36

- 55 54

- 47 40

測定場所
地域
の
区分

用途地域
測定
年月日

昼間
(6時～22時）

夜間
(22時～6時）

花の木保育所
第1種中高層
住居専用地域 28.2.9～10

影森公民館 〃
28.1.12～13

文化体育センター
用途地域の定
めのない地域 27.11.26～27

南小学校 〃 27.12.15～16

保健センター 第1種住居地域 28.1.4～5

日野田保育所 準工業地域
28.1.5～6

中村児童館
高齢者憩の家

〃
28.1.13～14

久那公民館 〃
28.1.14～15

秩父市役所 商業地域
27.12.7～8

大滝総合支所
都市計画
区域外 27.12.10～11

荒川総合支所
都市計画
区域外 28.1.26～27

道の駅ちちぶ 工業地域
28.1.19～20

吉田総合支所
都市計画
区域外 27.12.1～2

1 騒音、振動の現況 

 私たちの周囲には種々雑多な音が存在しているが、これらの音のうち耳障りな不快

な音質の音を一般的に騒音としてとらえている。 

 工場、事業場や深夜営業等から発生する騒音による公害は、騒音規制法及び埼玉県

生活環境保全条例で規制されているが、一般市民の日常生活に伴い発生する騒音が近

隣に迷惑を及ぼすという近隣生活騒音は、ほとんど法令の規制となっていない。この

ため、近年の都市化の進展に伴い近隣生活騒音の問題が増加しているというのが現状

である。  また、振動については、振動規制法に基づく指定地域となっていないため、

振動発生事業場施設等の規制はないが、騒音防止と併せて振動公害の指導をしている。 

 本市においては、平成10年度まで環境騒音を市内16か所で年2回、自動車交通騒音を

市内3か所で年2回の測定を実施してきたが、平成11年度からは測定地点を変更して環

境騒音を10か所、自動車騒音を3か所で、年1回の測定とした。これは、騒音に係る新

しい環境基準が平成11年4月1日から施行され、時間の区分が従来の朝、昼間、夕、夜

中の4時間帯から、昼間（6時～22時）、夜間（22時～6時）の2時間帯とされたこと等

に伴い、騒音の測定方法についても見直しがされたことによるものである。なお、平

成17年度からは、吉田町、大滝村、荒川村との合併に伴い、各総合支所を新たに環境

騒音の測定地点として追加したため、計13ヶ所での測定となった。 

 環境騒音測定結果表（表6－1）を見ると、大滝総合支所の夜間のみ環境基準を若干

超えているが、その他の地点では昼間、夜間ともに環境基準値内であった。 

  経時変化図（図6－2）を見ると、

ほとんどの測定地点では夜間の騒音

レベルは低下しているが、低下の割

合が少ない箇所も見られる。自動車

交通騒音測定結果表（表6－2）では、

全地点で昼間、夜間ともに環境基準

を達成した。国道に面している地点

では夜間でも交通量が多く、騒音レ

ベルが高い傾向にある。 
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図6-1　騒音測定場所

環境騒音測定箇所 自動車騒音測定箇所

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法令の整備

に関する法律（第二次分権一括法）による、騒音規制法の改正（平成24年4月１

日適用）に伴い、「騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定」、「特

定工場等及び特定建設作業に係る規制地域の指定」、「特定建設作業の規制に関

する基準に基づく区域の指定」、「指定地域内における自動車騒音の限度を定め

る総理府令（平成12年総理府令第15）の規定に基づく区域の類型を当てはめる地

域の指定」及び「特定工場等における時間及び区域の区分ごとの規制基準の設

定」について、秩父市長が定めることとされ、平成24年3月30日告示を行ってい

る。 

299

140

140

299

① 秩父勤労者 福祉セン ター

② 秩 父 市 福 祉 女 性 会 館

③ 本 町 街 か ど ギ ャ ラ リ ー

1 花 の 木 保 育 所 8 日 野 田 保 育 所

2 南 小 学 校 9 中村児童館・高齢者憩いの家

3 保 健 セ ン タ ー 10 道 の 駅 ち ち ぶ

4 影 森 公 民 館 11 吉 田 総 合 支 所

5 文 化 体 育 セ ン タ ー 12 大 滝 総 合 支 所

6 久 那 公 民 館 13 荒 川 総 合 支 所

7 秩 父 市 役 所
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図6－2　平成27年度環境騒音測定結果経時変化図

67



図6－2　平成27年度環境騒音測定結果経時変化図（つづき）

騒 音 計 
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図6－2　自動車交通騒音測定結果

昼間(6時～22時）

平均
環境
基準

要請
基準

平均
環境
基準

要請
基準

B 67 70 75 63 65 70

Ｃ 62 65 75 57 60 70

Ｃ 69 70 75 64 65 70

午前 午後 午前 午後 午前 午後 午前 午後

図6－3　平成27年度自動車交通騒音調査結果経時変化図

秩父市福祉女性会館

本町街かどギャラリー
11:10

97

90

73

9:30
秩父勤労者福祉センター

3475 66 34 35 33

83 79 80 36 37 39 38

夜間(22時～6時）

15:20

交通量(台/10分)

14:00

10:25

117

70

測定時刻 上り

測定年月日

平均速度(km/h）

下り 上り 下り

14:50

4278 106 39 40 40

測定場所

秩父勤労者福祉センター

秩父市福祉女性会館

地域
の
区分

用途地域

測定場所

商業地域 28.2.18～19本町街かどギャラリー

第1種
住居地域

28.2.15～16

近隣商業地域 28.2.2～3
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第7章 一般廃棄物処理
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図7－1　平成27年度秩父市におけるごみ処理フローチャート

1 秩父市のごみ収集、処理事業 

 秩父市では、地方自治法に基づく特別地方公共団体である秩父広域市町村圏

組合がごみの収集及び処理に関する業務を行っている。 

 当市ではステーション方式によって可燃、不燃ごみ、廃蛍光管・電球、廃乾

電池・ライターの4分別収集の他、紙・布類、カン・ビン類、ペットボトル

（平成18年4月より開始）の資源ごみの収集を行っており、平成26年4月から

一般家庭から排出される使用済小型電子機器及び廃蛍光管40W直管が収集品目

に追加された。粗大ごみについては許可業者による収集を行っている。 

 可燃ごみについては秩父クリーンセンターで焼却処分し、不燃ごみについて

は秩父環境衛生センターにあるリサイクルセンターにて破袋、分別し、可燃

ごみ、資源ごみの抽出処理を行った後、不燃残渣を埋め立て処分している。 

 資源ごみについては分別したのちに資源化売却という形をとっており、廃乾

電池、廃蛍光管、廃家電（家電リサイクル法対象4品目以外）など処理が困難

であるものに関しては委託処理している。 

 なお、平成27年度におけるごみ処理経過の詳細を図7－1に表す。 

　

家電リサイクル法
対象4品目

廃乾電池、廃蛍光管、

廃家電、下級鉄、

スプリングマットレス、

ライター等処理困難ごみ

資源化委託

そ の 他

可燃部位

　金属等

（秩父リサイクルセンター）

金具等を取り除き解体

指定引取り所

処理・再生業者

秩父クリーンセンター

埋め立て処分

処理・再生業者

処理・再生業者

日新陸運株式会社環境事業部

秩父リサイクル事業協同組合古紙センター

破袋・分別

圧縮梱包

資源化売却

カン・ビン
資源化売却

秩父環境衛生センター

彩の国資源循環工場内
㈱ツネイシカムテックス埼玉

選別

可燃性粗大ごみ

搬　　出

保管・管理

秩父 リ サイクル事業協同組合

ペットボトル

秩父クリーンセンター
（焼却）

太平洋セメント株式会社
焼却灰、集塵灰資源化委託

焼却灰資源化委託

可燃ごみ

可 燃 ご み

資源化委託

資源ごみ

紙・布類

資 源 ご み

不 燃 ご み
不燃残さ
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表7-1　過去5年間における旧市町村区域別ごみの排出量経過

 ごみの総排出量については、秩父市全域を見ると前年度より若干の減少が

見られた。また、1日1人あたりのごみ排出量については、市平均で約942gで

あり、吉田、荒川区域に比べ旧秩父市域及び大滝区域は若干1日1人あたりの

ごみの排出量が多い。 

ごみ排出量の詳細について、表7－1に過去5年間における旧市町村区域別ご

みの排出量経過を、図7－2に過去5年間における年間ごみ排出量及び1日1人

当たり排出量の推移をそれぞれ表す。 

※ごみ排出量、1日当たり排出量については小数点第3位以下四捨五入、1日1人

あたり排出量については第2位以下四捨五入。 

※可燃ごみ、不燃ごみについては収集量と持込量の合計を排出量とする。 

※人口、世帯数については、各年度4月現在で住民基本台帳に基づく数値とする。 

カン・ビン 紙・布類 ペットボトル

秩 父 地 区 56,155 21,968 16,140.94 1,458.07 436.40 1,505.74 62.93 19,604.08 53.71 956.5

吉 田 地 区 5,338 1,926 1,014.39 90.23 61.91 98.36 9.80 1,274.69 3.49 654.2

大 滝 地 区 1,004 509 244.35 24.80 18.87 38.12 1.16 327.30 0.90 893.1

荒 川 地 区 5,762 2,098 1,177.81 132.84 59.13 221.54 7.19 1,598.51 4.38 760.1

秩 父 市 計 68,259 26,501 18,577.49 1,705.94 576.31 1,863.76 81.08 22,804.58 62.48 915.3

秩 父 地 区 55,854 21,901 16,363.09 1,391.23 443.59 1,443.71 61.97 19,703.59 53.98 966.5

吉 田 地 区 5,270 1,892 1,032.88 93.38 58.18 91.39 9.66 1,285.49 3.52 668.3

大 滝 地 区 955 493 247.73 25.44 19.26 35.84 1.33 329.60 1.16 945.6

荒 川 地 区 5,638 2,051 1,188.01 131.51 58.58 214.18 7.15 1,599.43 4.38 777.2

秩 父 市 計 67,717 26,337 18,831.71 1,641.56 579.61 1,785.12 80.11 22,918.11 62.79 927.2

秩 父 地 区 55,304 21,909 16,009.38 1,457.92 417.92 1,345.77 59.97 19,290.96 52.85 955.7

吉 田 地 区 5,180 1,894 999.27 109.01 55.08 82.97 9.63 1,255.96 3.44 664.3

大 滝 地 区 894 468 236.32 22.40 15.69 33.16 1.13 308.70 0.85 946.0

荒 川 地 区 5,538 2,050 1,110.02 146.47 55.99 205.00 6.80 1,524.28 4.18 754.1

秩 父 市 計 66,916 26,321 18,354.99 1,735.80 544.68 1,666.90 77.53 22,379.90 61.31 916.3

秩 父 地 区 54,690 21,921 16,442.88 2,377.56 393.47 1,359.73 58.75 20,632.39 56.53 1,033.6

吉 田 地 区 5,074 1,888 1,103.06 277.49 55.16 75.90 9.31 1,520.92 4.17 821.2

大 滝 地 区 854 450 251.80 32.20 15.90 33.42 1.12 334.44 0.92 1,072.9

荒 川 地 区 5,455 2,084 1,131.02 195.09 54.59 201.93 6.60 1,589.23 4.35 798.2

秩 父 市 計 66,073 26,343 18,928.76 2,882.34 519.12 1,670.98 75.78 24,076.98 65.96 998.4

秩 父 地 区 53,924 21,986 16,245.35 1,499.00 356.19 1,193.31 56.42 19,350.27 53.01 983.1

吉 田 地 区 4,963 1,896 992.62 85.47 50.46 66.80 9.06 1,204.41 3.30 664.9

大 滝 地 区 820 436 233.78 21.30 17.29 30.50 1.20 304.07 0.83 1,015.9

荒 川 地 区 5,282 2,063 1,131.57 133.98 51.30 183.03 6.36 1,506.24 4.13 781.3

秩 父 市 計 64,989 26,381 18,603.32 1,739.75 475.24 1,473.64 73.04 22,364.99 61.27 942.8

26

年
度

排出合計
（ｔ）

資源ごみ（ｔ）

23

可燃ごみ
（ｔ）

27

不燃ごみ
（ｔ）

24

行政区分
人　口
（人）

世帯数
（世帯）

1日1人当たり

（ｇ）

25

1日当たり

（ｔ）
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図7-2　過去5年間における年間ごみ総排出量及び1日1人当たり排出量の推移

2 ごみの不法投棄対策事業 

 近年、消費型社会の副産物ともいえるごみの不法投棄は深刻な社会問題

となっている。  ごみの不法投棄は近隣の生活環境に悪影響を及ぼすば

かりでなく、特に秩父市では山林への不法投棄のために周辺の自然環境に

影響がでることも危惧されており、不法投棄禁止の働きかけや、早急な発

見、回収が必須となっている。 

 そこで当市では、山林、河川及び道路等におけるごみの不法投棄を防止

するため、公益社団法人秩父市シルバー人材センターに委託し、市内を巡

視するとともに、不法投棄されたごみの回収を実施している。 

 平成27年度巡視総日数は241日で、回収されたごみの総量は秩父市全域で

約25.2トンに及び、年間を通じて不法投棄が多い。図7-3、表7－2に平成27

年度月別不法投棄ごみ搬入量とその詳細を表す。 

 また、不法投棄された家電リサイクル法対象品目については、秩父市全

域でテレビが14台、冷蔵庫が4台であった。表7-3に秩父環境衛生センター

への不法投棄家電搬入量詳細をそれぞれ表す。 

また、当市では不法投棄現場に看板を設置し、パンフレットを配布するな

どして啓発活動を行い、看板等は市役所にて無料で配布している。 
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図7-3　平成27年度月別不法投棄ごみ搬入量 不法投棄禁止看板の設置例

表7-2　平成27年度月別不法投棄ごみ搬入量詳細

表7-3　平成27年度不法投棄家電リサイクル対象品搬入量
　　　　

どして啓発活動を行い、看板等は市役所にて無料で配布している。 

 

4月 640 830 21

5月 740 730 18

6月 1,780 930 22

7月 1,790 810 22

8月 1,710 880 21

9月 1,080 770 19

10月 1,860 940 21

11月 1,100 740 19

12月 980 980 18

1月 760 720 18

2月 800 1,040 19

3月 1,110 1,490 23

計 14,350 10,860 241

環境衛生センター
　　　　　　　　（ｋｇ）

クリーンセンター
　　　　　　　（ｋｇ）

監視業務
日数

テレビ エアコン 冷蔵庫 洗濯機 計

４月 1 0 1 0 2

５月 1 0 0 2 3

６月 7 0 1 2 10

７月 0 0 3 0 3

８月 5 0 1 1 7

９月 1 0 0 0 1

１０月 2 0 0 0 2

１１月 0 0 0 0 0

１２月 7 0 1 2 10

１月 4 0 0 0 4

２月 5 0 0 1 6

３月 4 0 2 0 6

計 37 0 9 8 54
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表7-4　平成27年度資源回収支援事業実績

3 ごみの資源化、減量化支援事業 

 秩父市では、ごみの減量化及び適正処理を行うとともに資源の有効利用を

図るため、有価物回収事業及び、町会資源ごみ収集報償事業を実施している。 

 有価物回収事業では、市、地域住民団体及び関連業者が一体となって有価

物回収事業を実施し、回収した廃品(新聞紙やダンボール、ビン･カン)1kgに

つき、地域住民団体には７円の報償金、業者協力団体には1円の助成金を交

付している。 

 また、町会資源ごみ収集報償事業では、収集した資源ごみ1kgにつき1円、

ペットボトルについては1kgにつき10円の報償金を各町会に交付している。 

 各事業の27年度実績を表7－4に表す。 

 

1,650,182

2,760,880

7円 11,414,676

２団体

各町会 2,088,710

117団体 1,630,668

1,650,182

交 付 金 額
(円)

単　価
(1kg当り)

報償金

助成金

１０円（ペットボトル）

１円

１円

実 施 団 体
回　収　量

(kg)
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4 秩父市のし尿処理事業 

 現在の秩父市のうち旧秩父市、旧大滝村、旧荒川村のし尿収集、運搬及

び処理に関する事務は、昭和45年から秩父市、横瀬町、大滝村、荒川村で

構成される一部事務組合である秩父衛生組合が行ってきた。 

 その後、市町村合併に伴って平成17年3月31日に秩父衛生組合が解散した

ことをうけ、平成17年度より当市にて事務を行うこととなった。 

 また、旧吉田町においてのし尿収集、運搬及び処理に関する事務は、小

鹿野町、吉田町、両神村で構成される西秩父衛生組合によって行われてき

たが、平成17年10月の小鹿野町、両神村の合併の折に解散し、小鹿野町へ

事務が移行した。 

 その後、平成21年度より小鹿野町への事務委託を廃止し、当市にて事務

を行うこととなった。 

 し尿収集運搬は旧秩父市内と、旧大滝村及び旧荒川村、旧吉田町の3つの

区域に分けて、委託業者3社によって清流園に搬入されている。その後、高

度処理が施された安定かつ良質な処理水を荒川に放流している。 

 浄化槽汚泥についても、浄化槽清掃許可業者7社によって同施設に搬入し

処理されている。  

 平成27年度における秩父市全域のし尿処理量は1,912,194リットルであり、

浄化槽汚泥処理量は8,341,710リットルであった。過去30年間における旧秩

父市、旧吉田町、旧大滝村、旧荒川村でのし尿及び浄化槽汚泥処理量合計

の経年変化（Ｐ図7－4）を見ると、下水道並びに農業集落排水処理施設等

の普及に伴い、し尿処理量自体は年々減少傾向にある。 

 また人口減少に伴い、浄化槽汚泥処理量も昨年と比べ減少した。 

 平成27年度に処理された秩父市分の生し尿及び浄化槽汚泥の全処理量の

81％が浄化槽汚泥と農業集落排水処理汚泥が占めており、汚泥再生セン

ターとしての役目を担っている。 

 なお、平成27年4月1日現在の当市におけるし尿処理人口詳細を次ページ

表7－5に示す。 
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図7－4　過去30年間におけるし尿及び浄化槽汚泥処理量

表7－5　平成27年4月1日現在の秩父市におけるし尿処理人口詳細

世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口

1,434 4,167 30 35 86 100 471 1,206 2,021 5,508

1,434 4,167 30 35 86 100 471 1,206 2,021 5,508

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20,503 50,279 416 813 1,994 5,300 1,414 3,841 24,327 60,233

14,627 32,738 0 0 0 0 0 0 14,627 32,738

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,876 17,541 416 813 1,994 5,300 1,414 3,841 9,700 27,495

3,878 11,439 263 621 1,280 3,986 859 2,324 6,280 18,370

補助事業による合併
処理浄化槽人口

2,849 8,139 48 60 806 2,395 330 700 4,033 11,294

農業集落排水施設
人口

515 1,543 0 0 0 0 172 469 687 2,012

その他の合併処理
浄化槽人口

514 1,757 215 561 474 1,591 357 1,155 1,560 5,064

1,998 6,102 153 192 714 1,314 555 1,517 3,420 9,125

21,937 54,446 446 848 2,080 5,400 1,885 5,047 26,348 65,741

秩 父 市 計旧 秩 父 市 旧 大 滝 村 旧 吉 田 町旧 荒 川 村

合 併処 理浄 化槽 人口

浄 化 槽 人 口

区 分

内

訳 自 家 処 理 人 口

コミュニティプラント人口

合 計

計 画 収 集 人 口

非 水 洗 化 人 口

水 洗 化 人 口

単 独処 理浄 化槽 人口

水

洗

化

人

口

内

訳

公 共 下 水 道 人 口

内

訳

浄

化

槽

人

口
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